
令和 6 年 6 月 25 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

22-001 KVA 東芝 JEC-168 S54.2
冷却方式

LNAN
未定 1 680.0 kg 低濃度

囲い有、掲
示有

分別 なし

廃棄物の種類

変圧器

処理業者との
調整状況

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

076(263)0115

金沢市三社町1番44号

100

保管の状況

容器の
性状

一般財団法人石川県女性センター

地下電気室内

濃度
区分

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

なし

保管の場所

　　　理事長　能木場由紀子

前多友子

住　所

氏　名

電話番号

金沢市三社町1番44号

定格
容量

参考事項

石川県女性センター

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

（第１面）

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

　　　076(263)0115

金沢市長

保管事業場の名称

届出者   

の規定に基づき、令和

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり

重量×台数）



（日本工業規格　Ａ列４番）



型式 製造年月

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号

等

量
濃度
区分

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は

容器の数

総重量
（１台当たり

重量×台数）

処分
年月日

製造者名
定格
容量

自ら処分した場合

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号

等

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項
保管終了

理由
移動先の保管の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地

総重量
（１台当たり

重量×台数）

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

廃棄物の種類

量廃棄物の型式等

表示記号
等

保管開始
理由

参考事項

量

処分後の廃棄物の

種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は

容器の数

総重量
（１台当たり

重量×台数）

保管開始
年月日

濃度
区分

型式 製造年月



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始

理由
所有開始

場所
所有開始
年月日

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり

重量×台数）

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

製品の種類

製品の型式等

廃棄の見込み

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり

重量×台数）

濃度
区分

参考事項

製品の型式等

番号 定格
容量

量

台数又は
容器の数

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

所在の場所

電話番号

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は

容器の数

総重量
（１台当たり

重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）



 様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係） 
（第１面） 

 

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用） 
 
                                                     令和 6年 10月 29日 
 金沢市長      殿 
 
                                      届出者 
                                       住 所 石川県金沢市神野町東115番地 
                                       氏 名 一般財団法人石川県予防医学協会 
                                           理事長 松崎充意 
                                       電話番号 076-249-7225 
 
 ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）
の規定に基づき、令和5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。 
 
１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について 
 
 

保管事業場の名称 一般財団法人石川県予防医学協会 

保管事業場の所在地 石川県金沢市神野町東115番地 

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 環境検査部 シニアリーダー 鈴木一人 電話番号 076-249-7225 

保管の場所 石川県金沢市神野町東115番地 
 
 
 
①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物 
 
 

番号 廃棄物の種類 

廃棄物の型式等 

処分予定

年月 

量 

濃度 

区分 

保管の状況 

処分業者との 

調整状況 
参考事項 定格 

容量 
製造者名 型式 製造年月 表示記号等 

台数又は 

容器の数 

総 重 量 
（１台当たり

重量×台数） 

容器の 

性状 

囲い等 

の有無 

分別・ 

混在の別 

漏れ等の 

おそれ 

                 

 
（日本工業規格 Ａ列４番） 

 



（第２面） 
 
②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物 
 
 

番号 廃棄物の種類 

廃棄物の型式等 量 

濃度 

区分 

保管開始 

年月日 

保管開始 

理由 
参考事項 定格 

容量 
製造者名 型式 製造年月 表示記号等 

台数又は 

容器の数 

総 重 量 
（１台当たり重

量×台数） 

             

 
 

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。） 
 

番号 廃棄物の種類 

廃棄物の型式等 量 

濃度 

区分 

保管終了 

年月日 

保管終了

理由 

移動先の保管の場所並びに事業者 

又は事業場の名称及び所在地 
参考事項 定格 

容量 
製造者名 型式 製造年月 表示記号等 

台数又は 

容器の数 

総 重 量 
（１台当たり

重量×台数） 

              

 
 
④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物 
 

番号 廃棄物の種類 

廃棄物の型式等 量 
濃度 

区分 

自ら処分した場合 処分を委託した場合 

参考事項 定格 

容量 
製造者名 型式 製造年月 表示記号等 

台数又は

容器の数 

総 重 量 
（１台当たり

重量×台数） 

処分 
年月日 

処分後の廃棄物の

種類及び処分先 

処分委託 
年月日 

処分受託者の 
名称 

処分 
年月日 

05-001 コンデンサー - 東京芝浦電気
(株) BRTR-A6JIR 1977 - 1台 26kg 低濃度   

2024年 
9月2日 

エコシステム
山陽(株) 

2024年 
10月22日 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（第３面） 
 
２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について 
 

所在事業場の名称  

所 在事 業場の 所在 地  

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名 

 電話番号  

所在の場所  

 
 
①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。） 
 
 

番号 製品の種類 

製品の型式等 廃棄の見込み 量 

濃度 

区分 
参考事項 定格 

容量 
製造者名 型式 製造年月 表示記号等 

廃棄予定 

年月 

処分業者との 

調整状況 

台数又は 

個数 

総 重 量 
（１台当たり重

量×台数） 

             

 
 

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。） 
 
 

番号 製品の種類 

製品の型式等 量 

所有開始 

年月日 

所有開始 

場所 

所有開始 

理由 
参考事項 定格 

容量 
製造者名 型式 製造年月 表示記号等 

台数又は 

容器の数 

総 重 量 
（１台当たり重

量×台数） 

             

 
 
 
 
 
 



（第４面） 
 
 

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品 
 

番号 製品の種類 

製品の型式等 量 

所有終了 

年月日 

所有終了

理由 

移動先の所在の場所並びに事業者 

又は事業場の名称及び所在地 
参考事項 定格 

容量 
製造者名 型式 製造年月 表示記号等 

台数又は 

容器の数 

総 重 量 
（１台当たり重

量×台数） 

             

 
 
 
備考  １．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。 

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。 
３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。 
４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。 
５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。 
６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。 
７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。 
８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。 

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。 

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。 

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。 

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例：「ドラム缶」、「なし」）。 

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。 

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。 
１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。 
 



（第５面） 
１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。 
１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。 

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。 
１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。 
２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。 
２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。 
２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ
き、記載するものである。 

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。 

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。 
２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

記載しなくて構わない。 
２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す
ること。 

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。 
２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。 





(第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

様式第一号（一）

令和6年8月 1日
金沢市長 殿

届出者
住所石川県金沢市神野町東115番地
氏名一般財団法人石川県予防医学協会

理事長松崎充意
電話番号076-249-7225

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及ひ
の規定に基づき、令和5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

保管事業場の名称 一般財団法人石川県予防医学協会

石川県金沢市神野町東115番地保管事業場の所在地

｜ 電話番号 ’電話番号’特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 環境検査部シニアリーダー鈴木一人 076-249-7225

’保管の場所 石川県金沢市神野町東115番地

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

廃棄物の型式等 保管の状況量

処分業者との

調轄状況

濃度

区分

処分予定

年月
総重量
（1台当たり

重愚x台数）

参考事項廃棄物の種類番号 容器の囲い等分別・

性状の有無混在の別

漏れ等の

おそれ

定格

容量

台数又は

容器の数
製造者名 型式製造年月表示記号等

プラス

チック

東京芝浦

電気(株）

BRTR-
1977

A6JIR :鰯， 分別 調整中コンデンサー 低濃度 なし1台05－001 26kg2024年11月
~

(日本工業規格A列4番）



(第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 壁

濃度

区分

保管開始

年月日

保管開始

理由
総重量
(1台当たり重

量x台数）

参考事項廃棄物の種類番号 台数又は

容器の数蕊｜製造者名 型式 ｜製造年月 表示記号等

’ ｜
I

東京芝浦電
気(株）

BRTR-A6JI

R

更新した旧キュービクル

部品の廃棄までの保管
低濃度コンデンサー

一
口１ 2023年1月20日05-001 1977 26kg

~

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

’ 廃棄物の型式等 量

濃度

区分

保管終了

年月日

保管終了

理由

移動先の保管の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地
参考事項廃棄物の種類 総重量

（1台当たり

重量x台数）

番号

鱒製儲名1型式|製造年月|菱流需：

台数又は

容器の数
~~

甲

■

■

■

■

■

■

■

■

ｑ

■

凸

■

■

■

■

■

凸

ｐ

■

■

■

■

Ｂ

ｐ

■

＆

■

Ｅ

■

■

ロ

凸

■

■

■

町

即

日

■

■

■

■

叩

凸

ｇ

叩

■

●

■

凸

■

■

■

■

■

凸

■

■

■

旬

■

■

町

■

凸

■
■
■
■
■
■
ｇ
■
■

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ピフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 自ら処分した場合 処分を委託した場合量

濃度

区分
参考事項廃棄物の種類番号

襄篶i製造者名
処分拠分後の廃棄物の
年月日：種類及び処分先

処分受託者の
名称

処分委託
年月日

処分
年月日

型式 製造年月 表示記号等

函

■

Ⅱ

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

ｑ

■

■

Ｕ

■

■

旧

■

■

■

■

■

■

口

■

■

？

■

ｑ

■

■

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

~

■

■

■

■

叩

■

■

■

■

■

甲

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

叩

凸

■

叩

■

■

叩

凸

■

叩

凸

■

■

■

日

ｚ

日

日

ｇ

Ｉ

ｐ

Ｉ

Ｄ

２

■

ｇ

甲

Ｉ

■

Ⅱ

２



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

廃棄の見込み 量製品の型式等
甲
ロ
Ｂ
ｐ
ｐ
■
■
ロ
■
甲
■
■
■
■
■

濃度

区分

■
■
■
■
■
■ １

１
１

▼

■

●

●

凸

●

甲

■

●

？

■

①

？

■

■

ｒ

■

■

▽

■

■~~~~~~~~~~

総重量
(1台当たり重

量X台数）

■
Ｂ
■
■
■
■
。 参考事項製品の種類 処分業者との

調整状況

台数又は

個数

番号 廃棄予定

年月

定格

容量
製造者名 型式 ：製造年月 表示記号等

▼

Ｂ

■

Ｕ

■

■

ザ

Ｂ

Ｕ

？

■

▽

◆

■

日

争

■

竹

毎

日

竹

■

凸

●

争

凸

■

甲

■

■

■

■

■

■

ｂ

■

■

凸

Ｉ１
Ｕ
Ｉ
Ｕ
Ｉ
９
Ｉ
９
ｌ
４
９
１
１
■
■
？
●
Ｂ
日
毎
Ｂ
ｐ
Ｆ
９
ｓ
■
Ｂ
■
Ｂ
目

●

寺

■

■

寺

■

■

？

■

■

？

■

Ｄ

Ｐ

色

Ｂ

ｒ

一

。

Ｐ

－

Ｐ

ｐ

■

凸

●

■

■

ｐ

■

■

。

■

■

●

■

凸

■

■

■

Ｕ

■

Ｂ

Ｉ

Ｂ

■

■

旧

■

＆

■

●

８

■

●

＆

凸

■

＆

■

■

ロ

■

■

凸

■

■

■

■

ワ

■

■

■

召

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等
呈
堅

所有開始

場所

所有開始

理由

所有開始

年月日
総重量
(1台当たり重

量x台数）

参考事項製品の種類 台数又は

容器の数

番号

襄鶯 |製造者名i 型式 ！製造年月|赫記鰐
■

■

■

Ｐ

■

巳

！

■

■

叩

■

■

■

■

甲

叩

■

日

■

ザ

”

■

ｅ

４

■

ザ

■

Ｂ

Ｔ

』



(第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量

移動先の所在の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地

所有終了

年月日

所有終了

理由
参考事項総重量

(1台当たり重

量x台数）

製品の種類番号 台数又は

容器の数襄鬘|雌都I 型式 表示記号等製造年月

1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の棚には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び． ｢製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の棚のうち、 「台数又は容器の数」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の棚のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」 とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のボリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」 として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の棚のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ピフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の棚のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の棚のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



（第5面）
16． 「処分業者との調整状況」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17~ 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「談受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の棚には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフエニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



分析結果総括表

令和5年1月13日

一般財団法人石川県予防医学協会 様

事
大
川
到

第1号

業本部

73番地

3139

計量証明

株式会社

〒923-1253石

TEL：076

貴依頼による絶縁油中のPCB含有量分析に係る結果を以下に示します。

件名:PCB含有分析

試料名 結果 基準 単位 備考

変圧器 0.15未満 0.5以下 mg/k9

コンデンサ 0.5以下 mg/kg 蓬準超過(低濃度）0.96

以下余白

備考：

分析の結果､基準を超過する絶縁油の使用が確認された機器は『ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推
進に関する特別措置法』により以下の事項が義務付けられます。

1~都道府県知事(保健所を設置する市又は特別区にあっては､市長又は区長)への届出

2．法で定める期限内(2027年3月31日)までの処理

3．譲り渡し及び譲り受けの禁止

4．廃棄物処理法で定める｢特別管理産業廃棄物管理責任者｣の設置

5~廃棄物処理法で定める｢特別管理産業廃棄物保管基準｣に基づく適正な保管
同基準には飛散･流出･地下浸透･悪臭発生の防止などがあります

l/1



分析結果報
生
ロ
室
自

No.P5700496

令和5年1月13日一般財団法人石川県予防医学協会様

試料の区分

試料名

トランス
ー

変圧器 計量証明事業登録石川県第1号(濃度）

株式会採取場所 一般財団法人石川県予防医学協会

〒920-08

採取年月日

採取時間

令和4年12月26日

13時20分

株式会社

〒923-12

TEI, 0076-277-3733

分析担当者 鶴
FAXO7

島村w

採取の区分

採取者

収集

一般財団法人北陸電気保安協会

特記事項

貴依頼による絶縁油中のPCB含有量分析に係る結果を次の通り報告します。

◆対象機器

株式会社日立製作所

SOU-CR

1990年

9635349

100kVA

290kg

製
一
型
一
製
一
製
一
定
一
総

造 者
一
式
一
年
一
号
一
量
一
量 ’

受電電圧

総油 量

6600V
－

65L

◆結果

検出下限値
(mg/kg)

判定基準

(mg/kg)
結果
(mg/kg)

分析項目

ポリ塩化ビフェニル 0.15未満 0.5以下 0．15

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル2.1.2

(平成23年5月環境省廃棄物･リサイクル対策部産業廃棄物課）
分析方法

【備考】

PCB濃度が処理の判定基準(0.5mg/kg)以下であるときは､PCB廃棄物に該当しない。

（平成17年12月19日環廃産発第051219001号）

※収集．持込み試料の場合､試料名他採取情報は､ご依頼者のお申し出により､記入しました。



分析結果報
生
ロ
圭
冒

No.P5700497

令和5年1月13日一般財団法人石川県予防医学協会様

試料の区分

試料名

コンデンサ

ｺンデンサ 計量証明事業登録石川県第1号(濃度）

採取場所 株式会 分析センター

小坂町中18番地4

一般財団法人石川県予防医学協会

〒920-08

採取年月日

採取時間

令和4年12月26日

13時25分

株式会社

〒923-12

TELO07

ンター事業本部

川北町三反田273
0

収集

一般財団法人北陸電気保安協会

6-277-3733

分析担当者

FAXO7

輔島村ロ

採取の区分

採取者

特記事項

貴依頼による絶縁油中のPCB含有量分析に係る結果を次の通り報告します。

◆対象機器

製造

型

製造

製造番

定格容

総重

者
一
式
一
年
一
号
一
量
一
量

東京芝浦電気株式会社

BRTR-A6JIR

1977年

77506615

1 受電電圧50kVA

26kg l 総油 量 ’
6600V
一

＊＊＊＊

◆結果

検出下限値
(mg/kg)

結果
(mg/kg)

判定基準

(mg/kg)
分析項目

ポリ塩化ピフェニル 0.5以下 0．150．96

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル2.1.2

(平成23年5月環境省廃棄物･リサイクル対策部産業廃棄物課）
分析方法

【備考】

PCB濃度が処理の判定基準(0.5mg/kg)を超えたときは､PCB廃棄物として適正に保管等の処理並びに届出を行う。

（平成16年2月17日環廃産発第040217005号）

※収集．持込み試料の場合､試料名他採取情報は､ご依頼者のお申し出により､記入しました。
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様式第一号(ー)

金沢市長

(第九条、第二十条及び第二十七条関係)

(第 1面)

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書(保管事業者及び所有事業者用)

令和 6

ご減第 ^

受付

ポリ塩化ビフエニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場<を含む。
の規定に基づき、令和6年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。゜

1.ポリ塩化ビフェニノレ廃棄物について

殿

保管事業場の名称

金沢市役所

令和

保管事業場の所在地

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

6.8.14

保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

トマトビル

石川県金沢市片町1丁目9-19

参考事項番号

使用中

廃棄物の種類 定格
容量

則を,少廓加T{ニワ1.1碍町,^、塒一β水、、.、艇
氏名纛弍'己Atイヤ"ジえ々ン'Z代憲薫僻役一榔鳥ヤ""ジえ、々ネ代ヲ蒜廂置
電話番号っ%_J6。ーリB

代表取締役中林將貴

廃棄物の型式等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

処分予
定

午月

年 t月》H

台数又
は

容器の
数

量

総重量
【1台当たり

重量X台数)

電話番号

濃度
区分

076-260-1123

容鴇の

性状

保管の状況

囲い等
の有無

分別・

混在の
別

漏れ等の
郭それ

処理業者との
調整状況



(第2面)

②前年度中に新たに保管するとととなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

番号 廃棄物の種類

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管するとととなったポリ塩化ビフェニル廃棄物(④の場Aを除く。)

番号

定格
容量

廃棄物の種類

製造者宅

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

定格

容量

番号

型式

廃棄物の型式等

廃棄物の種類

製造者名

製造午月

型式

定格
容量

表示記号
等

製造年
月

廃棄物の型式等

製造者名

去示記号
等

台数又は
奔器の数

量

台数又は
容器の数

型式

量

総重量
(1台当たり

重量X古数)

総重量
(1台当たり

重量X右数)

濃度
区分

表示記昌
等

濃度

区分

保管開始
年月日

台数又は
容器の数

保管終了
年月日

量

総重量
U台当たり

重量X台数)

保管終了
理由

保管開始
理由

濃度
区分

自ら処分した場合

処分
年月日

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及ぴ所在地

処分後の廃棄物の
種類及ぴ処分先

参芳事項

処分委託

年月日

処分を委託した場合

参考事項

処分受託者の
名称

処分

年月日
参考事項年造

月
製



2.ポリ塩化ビフェニノレ使用製品にっいて

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

ポリ塩化ビフ=ニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品(高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。)

トマトビル

石川県金沢市片町1丁目9-19

番号

石川県金沢市片町1丁目9-19

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品(高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 以下同じ。)

変圧器(トランス)

番号

代表取締役中林將貴

定格

容量

(第3面)

製品の種類

30

トマトビル

製造者名

製品の型式等

KVA 三菱電機

型式

定格
容量

SF

製造年月

製造者名

製品の型式等

1984

表1方ミ言己号・
等

型式

不燃(性)

油

廃棄予定
年月

製造年月

廃棄の見込み

電話番号

^えミ言i1号・
等

処分業者との

調整状況

076-260-1123

台数又は
容器の数

量

台数又は

容器の数

総重量
a台当たり

重量X台数)

量

総重量
(1台当たり

重量X台敷)

所有開始
年月日

146

濃庶
区分

所有開始
場所

Rg 低濃度

参寺事項

PCB濃度
27m惡/kg

所有開始
理由

参芳事項



(第4面)

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製0

番号 製品の種類

備者

定格
容量

この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すこ。
届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。」゜
「保管事業場の名称」及ぴ「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の揚所に係る事業やを記入すること。また、「才事、
「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号(平成28年度の保管状況を届け出る場厶の伊上 28-001)を付すこと。ナ、、 1。4,

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものにっいては、引き続きその番号を記入すること。゜
「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿クて、その名称を具体的に記入すること。5

「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器(トランス)等の銘板に記載されてぃる「定格容量」、「製'止者名,、「刑式、「製、止年月,「八委6.

等」を記入するとと。なお、「表示記号等」にっいては、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること(例:不燃性油)。
「処分予定午月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定Lてぃる年月を記入すること。低濃度ポ1塩、エニフ.

廃棄物にっいては記入しなくて構わない。゜

「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用司、る電気機器にっいては厶数(個数)を、その他のものにっいては保処、六8,

数(缶数等)を、それぞれ単位とともに記入するこ主。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保処してぃるナ日Aであ。て厶数(個数)を
ことができないときは、保管Lている容器の数(缶数等)を単位とともに記入すること。

9・「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニル売使用する電気機器にっいては、 1台当たりの重量に厶数(個数)を掛けた重量を記載すこと。
のものにっいては、容器込みでの重量を記載すること。」'゜

「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」主は高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物ネー10

度ポリ塩化ビフエニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物Xは高濃度ポリ塩化ビフェニレ使製OP
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

1,「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があ戸ム1

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。'
2・「保管の状況」の棚のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管してぃる容器の有無、容器がある場厶にはその種類を具体的に記入すと
(例;「ドラム缶」、「なし」)。""'」」"」

13,「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管してぃる場所の周囲の囲いの有無及び保処に係る掲二板の有無を記入す
、-0

「保管の状況」の欄のうち、「分別'混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管Lてぃるか混在して保管してぃるかの別を記入すること。14

「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェ=ル廃棄物が漏れたりごぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること1 5.
0

製造者名

製品の型式等

総重量
(1台当たり

重量X台数)

参考事項型式
所有終了
年月日製造年月

所有終了
理由

表示記号
等

台数Xは
容器の数

量

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業揚の名称及び所在地

L
2
3



(第5面)

16・「処分業者との詞整状況」の欄には、高漉度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフニニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入す
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

フ・「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参者となる事項を記入すること(伊上「屋内で保管1、「絶縁油を抜いたもの」、 rNB濃度△m/k 、1

「今後分析予定」)0 なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品にっいて、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記栽す
、^ 0

「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「讓受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。8.

「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「讓渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。9.

「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入するとと。0.

1,「処分後の廃棄物の種類及ぴ処分先」の欄には、ポリ塩化ビフ=ニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
2・「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品(高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。)」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニレ使用
製品以外のポリ塩化ビフ=ニル使用製品にっいては、ボリ塩化ビフェ=ル廃棄物の保管事業者が、本憶行規則第9条第1項第5号Xは第20条第1項第5号の規{に基づ
き、記載するものである。」

23.「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法(昭和39年法律第170号)第2条第1項第1 8号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニノレ使用製品をいう。

4.この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
5.「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄tることを予定してぃる年月を記入すること。 低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品にっいては
記載しなくて構わない。

この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分にっいての産業廃棄物管理票の写し(廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規{による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。)を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付するこ占。な浦、電子情報処珊且織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力Lたものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写Lの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規{による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった口から10日以内に提出す
ること。

27.その他環境大臣が定める書類及ぴ都道府県知事が必要と認める書類を添付するとと。
28.都道府県知事が定める部数を提出すること。
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様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

1．ユテ 年ご月ア日金沢市長 殿

届出意所/全派命拓胴，丁ハ/‘
}天z旧一幸輔、綴簿悠氏名c撫調ェ

電話番号 盛一た フ．電話番号 クフム ．Zざぶ1．11
(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条k

の規定に基づき、令和 5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

’I ’

１１ⅡⅡⅡⅡⅡ１

‘
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
山
門
１
１
叩
ｊ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ

保管事業場の名称 株式会社石田

l
l

金沢市北間町ハ16保管事業場の所在地

…’特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 石田幸輔 076-238-2022

保管の場所 金沢市北間町ハ16

①前年度の3月3旧に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

量 ｜ 保管の状況廃棄物の型式等

処分予
定

年月 ’
台数又
は

容器の

数

濃度
区分

処理業者との
調整状況

漏れ等
の

おそれ

分別・

混在の

別

参考事項総重量
（1台当たり

亜量×台数）

番号 廃棄物の種類 容器の
性状

等
無

い
有

囲
の灘製造者名

表示記号

等．
製造年月型式

■
■

~ﾄ馴 1
1

分別 １
１

’
I

指月電機
50 KVA

製作所

コンデンサー

(3kg以上）
なし19.0 kg なし なしLV-4形 1984.5 1

《
口

’
(日本産業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

囮廃棄物の種類 ※“ ”棄物の型式等
製造者名 型式

容量

■

型式 製
廃棄物の種類 定格

容量
製造者名

｜口

量

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由

~
１造年月

参考事項総重量
（ 1台当たり

垂母×台数）

表示記号

等

台数又は

容器の数

■■皿
③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

塁’ ’囮庫裏物の鰯。廃棄物の種類

廃棄物の型式等
保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地口｜

口

製造年表示記号

月 等

総重量
（1台当たり

璽母×台数）

定格

容量

台数又は
容器の数

■’ ’
④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

囹照
圏
Ｉ
■
Ⅱ ’

自ら処分した場合 ’ 処分を委託した場合｜ 量

国I鋤…’
■■■
■■■
■ ’

棄物の種類

’

廃棄物の型式等

’|…篭 "雫蒙|議寮電
l

~l
I |

製造年表示記号
月 等

型式製造者名

’
’

総重量
（1台当たり

n塁×台数）

処分

年月日
処分

年月日
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

処分後の廃棄物の

種類及び処分先
定格

容壁

台数又は
容器の数

■’
~

｜ ’
II



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

－■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■－4

所在事業場の名称
~

所在事業場の所在地

’ |電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

’所在の場所

①前年度の3月3旧に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

量

4

’
１
１

、

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等
昼
LIユ

所有開始
年月日

所有開始
塲所

所有開始
理由

１

１

１

１

１

１

１

総重量
(1台当たり
ili最×台数）

参考事項製品の種類番号 台数又は
容器の数

定格
容量

表示記号

等
製造者名 型式 製造年月

ロ

番号 製品の種類

製品の型式等

定格
容量

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

廃棄の見込み

廃棄予定

年月

処分業省との

調整状況
台数又は

容器の数 ’
総重量
(1台当たり

亜量×台数）

濃度
区分

参考事項



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 鼠

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地一

参考事項総重最
（1台当たり
ili賊×台数）

製品の種類番号

蕊製造書名 型式製造年月表奮号
台数又は
容器の数

’

1． この届出書は、ボリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4~ 「番号」の柵には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。
5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年･月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のボリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の柵のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の棚には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況jの柵のうち、 「漏れ等のおそれ」の柵には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の柵には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の柵には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の柵には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入することb ･
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェコル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ボリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るボリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



様式第一号（一） (第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出善（保管事業者及び所有事業者用）

令和 さ年6月27R
浩川県令#月市鳳烏町よ27m
公益I州":人卸喉スポーツ協会届出者

住所 医王山ｽﾎ天笠潔一氏名 湖長
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号

金沢市長

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）
の規定に基づき、令和 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1． ポリ塩化ピフェニル廃棄物について

碗J､ｽTK｡一‘7℃》9-L'虞益財ヨシ麦人馬l,1県Z前｡‐ｼ偽/会 ’豆工'L､7Z7r-!ｿ抄ウ-)
/全侭手佃鳥町よz7甲

／

保管事業場の名称

保管事業場の所在地

’
ー

｜ 電話番号 ’電話番号〉え長 竜ﾉセ､)､牙侯 o76-229-/f9/特別管理産業廃棄物管理責任者の職躬及び氏名

’ 俄末鯨 4[互堂＆/V/LI証へ恩,i/r;bX(アラス保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

廃棄物の型式等
且
里 保管の状況

処分予定

年月

濃度

区分

処分業者との

調整状況
総重量

(1台当たり

重趾x台数）

廃棄物の種類番号 定格

容量

参考事項台数又は

容器の数

容器の

性状

囲い等分別． 漏れ等の

の有無混在の別おそれ
製造者名 型式 製造年月 表示記号等

一

鰯
"x/他耀？'，

〕恥xノ ，，且

他耀？

〃

鋭く脚箙罐 園
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(日本工業規格鯛 (2晶幟）
A列4番）



(第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物

量廃棄物の型式等

保管開始

理由

保管開始

年月日

濃度

区分
総重量
(1台当たり重

盆x台数）

参考事項台数又は

容器の数

廃棄物の種類

鑿｜製造者名｜ 型式
番号

製造年月I表示記号等

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

量廃棄物の型式等
移動先の保管の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地

保管終了

年月日

保管終了

理由

濃度

区分
参考事項総重量

（1台当たり

重撞x台数）

番号 廃棄物の種類 台数又は

容器の数

定格

容量
表示記号等製造者名 型式 製造年月

~１
Ｉ
１
８
０
８
Ｂ
Ｈ
８
ｉ
Ｄ
Ｕ
８
Ｂ
８
Ｉ
Ｉ

６
１
１
３
１
８
８
１
８
１
１
１
１
Ⅱ

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ピフェニル廃棄物

処分を委託した場合自ら処分した場合廃棄物の型式等 量

濃度

区分
総重量
（1台当たり

愈批x台数）

参考事項台数又は

容器の数

処分受託者の
名称

処分
年月日

処分後の廃棄物の

種類及び処分先

廃棄物の種類

襄鬘|製造者名|型式|製造年月
処分委託
年月日

番号 処分
年月日表示記号等

I

’



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

ポリ塩化ピフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

電話番号
I

l
l

所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

量製品の型式等 廃棄の見込み

濃度

区分

■
■
Ｆ
Ｉ
８
０
ｐ
Ｂ
■
Ｉ
Ｅ
８
■
９
８
８
５
Ⅱ
■
ｖ
Ｉ
４
Ｉ
ｑ
Ｉ
８
①
１
１
Ｊ
Ｉ
１
Ｊ
１
１
９
３
１
８
３
Ｘ

総重量
(1台当たり重

批x台数）

参考事項製品の種類番号 廃棄予定

年月

処分業者との

調整状況

台数又は

個数

定格

容量
製造者名 型式 ｜製造年月I表示記号等

で
包
り
■
●
号
Ｚ
ｇ
Ｈ
吾
仔
８
９
写
。
Ｈ
甲
８
■
■
■
■
■
叩
■
９
８
。
＆
■

■

Ｐ

Ｅ

Ｕ

■

Ｐ

２

８

Ｄ

９

骨

巳

■

Ｄ

Ｂ

ｕ

ｅ

Ｊ

９

１

Ｂ

甘

日

Ｂ

Ｂ

Ｂ

■

~

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等
亘
旱

所有開始

理由

所有開始

年月日

所有開始

場所
総重量
(1台当たり重

壁x台数）

参考事項製品の種類番号 定格

容量

台数又は

容器の数
製造者名 製造年月 表示記号等型式

１
１
０
Ｎ
１
０
１
１
０
Ⅱ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｂ

Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
１
１
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ

ｉ
０
８
８
０
●
８
Ｉ
１
０
Ｉ
Ｉ
ｉ
１
１

１
０
９
０
１
８
６
Ｕ
０
日
８
０
■
１
０
■

■
１
０
Ⅱ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
０
０
１
１
１
ｆ



(第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

所有終了

理由

所有終了

年月日
参考事項総重量

(1台当たり重

世x台数）

製品の種類番号 台数又は

容器の数~鑿|製造都 製造年月i表示記号等型式

~
~ ！

！

1~ この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2~届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ピフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の棚には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例＄不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8~ 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の棚には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときば、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10. 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の棚のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の棚には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の棚には、保管中のボリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



（第5面）
16~ 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17~ 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ピフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ピフエニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6 年 5 月 14日

金沢市長 殿

届出者

住所金沢市鞍月東2丁目6番地

氏名公益財団法人石川県成人病予防センター
理事長 亀谷 眞澄

電話番号 076－237－6262

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む｡ )ボリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第192

の規定に基づき、令和元年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1 ．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

１
１

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ｊ

ｆ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

’保管事業場の名称 公益財団法人石川県成人摘予防センター

保管事業場の所在地 金沢市鞍月東2丁目6番地

…’’特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 管理部次長（兼）総務課長 橋 宏明 076-237-6262

’保管の場所 (※保管事業場内で複数の住所がある場合記入）

①前年度の3月3旧に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

’ ｜ 量 ’廃棄物の型式等 保管の状況
処分予

定

年月製造者名

台数又

は

容器の

数

濃度

区分
処理業者との

調整状況脇|鮴，
別

漏れ等

の

おそれ

番号 廃棄物の種類 参考事項総重量
（ 1台当たり

fnHx台政）

定格

容量

容器の
性状剛式 製造年月霊零号

■
■
■ ｜ ｜■’’ ’ ’ ’

該当なし (日本工業規格A列4番）



②～④該当なし（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等
亘
叫

保管開始
年月日

保管開始
理由

濃度
区分

番号 廃棄物の種類 参考事項総重量
（1台当たり
砺愚×台数）

定格
容量

製造者名 型式 製造年月 表示記号
等

台数又は
容器の数

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等
皿
醜

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

’
番号 廃棄物の種類 総重量

（1台'1iたり
in賊×台数）

参考事項
蕊製造誉名型式製造年表示記号月 等

台数又は
容器の数

l i
④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 自ら処分した場合 処分を委託した場合
１
１
・

Ｉ

１
．
１

濃度
区分

番号 廃棄物の極獺 総重賦
（1台､'iたり
、1t×台数）

参考事項

蕊製造脅名型式製造年表示記号月 等
処分
年月日

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

処分

年月日
台数又は
容器の数

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

ﾛ

■



(第3面） ②該当なし

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称 公益財団法人石川県成人病予防センター

所在事業場の所在地 金沢市鞍月東2丁目6番地

’ |電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
管理部次長（兼）総務課長橋宏明 076－237－6262

’所在の場所 金沢市鞍月東2丁目6番地

①前年度の3月3旧に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み
「
画
眠

ｒ
ｌ

濃度
区分

番号 製品の種類 総重最
（ 1台､|'1たり
iRIA×台数）

参考事項定格
容最

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数製造音名 型式 製造年月 表示記号

等

q

ﾛ

30KVA松灘器I SWH-STS l989変圧器（トランス） 令和8年4月 年次点検時に依頼
《
ロＩ100-1 低濃度

変圧器（トランス） 令和8年4月 年次点検時に依頼
《
口１100-2 30KVA 束芝 PT6-K6 1982 低濃度

コンデンサー(3kg
未満）

令和8年4月 年次点検時に依頼100-3 lOKVA 東芝 ERTR-A6MR 1989 1台 低濃度

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由’

番号 製品の種類 総重量
（】台､'iたり
砺賦×台数）

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

製造者名 型式 製造年月表示記号
等



（第4面） 該当なし

③前年度｢|'に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
即由

所有終了
年月日

移動先の所在の場所並びに事業省
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号 製品の種類 総重量
（1台淵たり
砿{&×台数）蕊製造者名 型式製造年月表警号

台数又は
容器の数

1． この届出書は、ボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。

2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ボリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例；28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5~ 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7~ 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ボリ塩化ビフエニル

廃棄物については記入しなくて構わない。

8~ 「量」の柵のうち、 「台数又は容器の数」の棚には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の柵のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重鼠に台数（個数）を掛けた重量を記戦すること。その他

のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の柵には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフエニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のボリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

1 1 ~ 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の欄のうち、 「容器の性状」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の棚には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の棚には、保管中のボリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



年 6 月 30 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

（第１面）

保管の場所

2024

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

076-268-1101

金沢市長 村山 卓

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

石川県漁業協同組合かなざわ総合市場

代表理事組合長　笹原丈光

石川県金沢市北安江3丁目1番38号

廃棄物の種類

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

石川県漁業協同組合

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

処理業者との
調整状況

かなざわ総合市場　総務部長　木元洋平

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分

石川県金沢市無量寺町ヲ51番地

かなざわ総合市場内倉庫

076-268-1101



（日本産業規格　Ａ列４番）



型式 製造年月

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

型式 製造年月製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

1 10 KVA 東芝 PS6-K2 1973年 73067721 台 低濃度

2 300 KVA 富士電機 FHB-S0 1986年 A43 台 低濃度

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

石川県金沢市無量寺町ヲ51番地

量

かなざわ総合市場　総務部長　木元洋平
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

石川県漁業協同組合かなざわ総合市場

石川県金沢市無量寺町ヲ51番地

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

076-268-1101

所在の場所

台数又は
容器の数

変圧器（トランス）

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月３１日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

2

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

未定

製品の型式等

未定

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項

変圧器（トランス） 未定 未定 2



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）



R6 年 5 月 13 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

3-007 不明 ― 不明 ― ―
ドラム缶
38缶ペー
ル缶3缶

2,740kg 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

（第１面）

保管の場所

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

076-239-3901

金沢市長

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

大桑高架橋下

所長　木戸口　善治

石川県金沢市直江南２丁目１番地

―

廃棄物の種類

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

石川県県央土木総合事務所

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

処理業者との
調整状況

橋梁塗膜くず及
び工事用資機材

庶務課長　中出　博昭

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分

石川県金沢市大桑2丁目　地内

保管事業場内

076-239-3901

ドラム缶
ペール缶



（日本産業規格　Ａ列４番）



3-007 低濃度

型式 製造年月

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

― 不明 ―

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項

天池橋

保管開始
年月日

R5.12.14

定格
容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

不明

型式 製造年月製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

―

濃度
区分

橋梁補修工事

廃棄物の種類

量

ドラム缶
7缶

590kg橋梁塗膜くず

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量
濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

量

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

所在の場所

台数又は
容器の数

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量

所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）





様式第一号（一） （第九条、第二-卜条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年7月30日
金沢市長 殿

/釜馬耐、~~ ~~給和 57,3､ ）和 6‘7，31

届出者
住所

氏名

電話番号

。

金沢市鞍月1丁目1幕

石川県知事 馳1
（法人にあっては、名1
076-225-11 霊！

_－－ －J

ご減第

～_受付
号

~

~

ポリ塩化ビフエニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）
の規定に基づき、令和 6年度のポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ蠕化ビフェニル廃棄物について

保管事業場の名称 旧石川県立図書館

保管事業場の所在地 〒920-0964金沢市本多町3丁目2番15号

’ |電話番号’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 専門員山崎正志 076－223－9588

’保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

廃棄物の型式等 量 保管の状況

処分予
定
年月

台数又
は

容器の
数

濃度
区分

処理業者との
調整状況

分別・
混在の
別

漏れ等
の

おそれ

番号 参考事項廃棄物の種類 総重量
（1台当たり

ilt趾×台数）

定格
容量

容器の
性状

表示記号
等

囲い等
の有無

製造者名 型式 製造年月

■
(日本産業規格A列4番）
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②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由

参考事項廃棄物の種類 総重量
（1台当たり
亜量×台数）

番号 定格
容量

表示記号
等

台数又は
容器の数

製造者名 型式 製造年月
I

1 1 1

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量
濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

保管終了
年月日

参考事項総重量
（1台当たり
肛批×台数）

番号 廃棄物の種類 定格
容量

製造年
月

表示記号
等

台数又は
容器の数

製造者名 型式

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

自ら処分した場合 処分を委託した場合廃棄物の型式等 量
濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
並泳×台数）

番号 廃棄物の種類 処分
年月日

処分
年月日

定格
容量

製造年
月

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

表示記号
等

台数又は
容器の数

製造者名 型式

Ⅱ
争 ロ

ﾛ ■ ■ ■

ロ

■ ﾛ ■

l I I I l
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2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

保管事業場の名称 旧石川県立図書館

〒920－0964金沢市本多町3丁目2番15号保管事業場の所在地

|電脅番’
電話番
号

専門員山崎正志特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 076－223－9588

1

所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

廃棄の見込み製品の型式等 量

濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
砿最×台数）

番号 製品の種類 処分業者との
調整状況

定格
容量

廃棄予定
年月

台数又は
容器の数

表示記号
等

製造者名 型式 製造年月

戸上電機
製作所

1964

年
未分析1 個開閉器 不明28-23 100 A H6－F

戸上電機
製作所

1964

年
未分析開閉器 1 個 不明100 A28-24 H6-F

1965

年
未分析変圧器（トランス） 三菱電機 1 個 不明28-25 RATlOO KVA

1963

年
未分析変圧器（トランス） 1 個 不明三菱電機28-26 SF－150 KVA

1965

年
未分析変圧器（トランス） 三菱電機 1 個 不明28-27 50 KVA SF1

1985

年
未分析変圧器（トランス） 1 個 不明東芝28-28 HCTR-S3200 KVA

｡ B ﾛ

コンデンサー(3kg

以上）
75 kv

ar

BRTR-

A6J2R

1982

年
未分析1 個三菱電機 不明28-29

コンデンサー(3kg

以上）
50 kv

ar

BRTR-

A6J2R

1982

年
未分析1 個三菱電機 不明28-30

コンデンサー(3kg
以上）

75 kv
ar

日本コン
デンサ

NEF-

N66075R

1977

年
未分析，1 個 不明28-31

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等

一F二ﾃE－r
型式 製

量

所有開始
場所

所有開始
理由

所有開始
年月日

参考事項総重量
（1台当たり
煎斌×台数）

製品の種類番号 台数又は
容器の数

定格
容量

表示記号
等

製造者名 造年月

■ ■
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③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
理由

所有終了
年月日

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項総重量
(1台当たり
亜録×台数）

製品の種類番号 定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号
等

製造年月型式製造者名

1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はポリ塩化ピフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量｣- 、 「製造者名｣、 「型式｣､. ｢製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の柵のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記戦すること。

10~ 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

'2~ 「保管の状況｣の柵のうち、 「容器の性状｣の棚には､ポリ塩化ﾋﾌｪﾆﾙ廃棄物を保管している容器の有無､容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例； 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の棚には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ピフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考
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16． 「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18、 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の棚には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ピフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）
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ポリ塩化ビフエニル廃棄物等の保管及び処分状況等届朋書（保管事業者及び所有事業者用）

卸6年5 月8日一

金沢市長

届出者

住所金沢市鞍月1丁目1番地

氏名石川県知事馳浩
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号（076-298-3515石川県教員総合研修センター）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）

の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。 ゞ ‐

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

~
~
１
１
１
１

ｌ

ｌ

ｌ

石川県教員総合研修センター保管事業場の名称
凸

保管事業場の所在地 金沢市高尾町ウ31番地1

’ ||電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 企画管理専門員今村昌史 076-298-3515

保管の場所 金沢市高尾町ウ31番地1

①前年度の3月3旧に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

弓■■固
■
国
■
■

保管の淡況廃棄物の型式等
処分予
定
年月 ~

台数又
は

容器の

数

処理業者との
調整状況

等

れ

虹
の
そ

漏

お

分別・

混在の
別

参考事項総重量
（1台当たり
mmx台数）

廃棄物の麺類 容器の
性状

定格
容量

表示記号
~等

等
無

い
有

囲
の製造者名 型式 製遺年月

■
■
■

■
■
■~

Ｉ
■
■

’
。
ｒ
■
■
巳
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
Ｌ
Ｆ
Ｌ
■
■
■
■
甲
Ｌ
■
■
Ⅱ
ｄ
Ｊ
ｑ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ

■

ｆ

Ｉ
１

１
１

’ 口
~
。

~ ’’
■■ |~ l l ！’~ 守
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.②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

|表奮篝| 灘奉↑鶴團辮|職
l l ll■ ｜ ~ ~ ■■

保管開始
年月日

保管開始
理由’’

総霞塁
〔1台当たり
、趾×台蝕）

表示記号
等

台数又は
容器の数

’ | ’

廃棄物の型式等

廃棄物の種類 定格
容愚

製造者名 製造年月

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

国廃鋤の種類廃棄物の種類

'一昭廃棄物の型式等
保管終了移動先の保管の場所並びに事業者
理由 又は事業場の名称及び所在地

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

濃度
区分
躍壁

区分
保管終了

年月日
総璽景
.（1台当たり

mntx台歎）

定格
容量

参考事項台数又は
容器の数

型式

国■■ ’ ｜ 、’、
④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

~
国
■
函
回
国
国

F－l 自ら処分した場合 ｜ 処分…ー

關唖"識…"｡…“ 懸m台数又は 総重塁
（1台当たり

容器の数 年月日 種類及び処分先 年月日砿晒x廿鋤

闇 ‘，"”㈱富手ｸﾘｰ,"”■1 台425.0 kg

囹 ，””㈱富手ｸﾘｰ,"”■1 台2, 100.0 kg

闇 蝿乢”蝿窟圭ｸﾘｰ“!｣，■ ■1 台20.0 "

團 ｜鴫!:~" '艤呼ﾘｰ'"”■I 台220.0 kg

|…
処分後の廃棄物の
種類及び処分先

総重塁
（1台当たり

砿晒x廿鋤

処分
年月日

台数又は
容器の数

処分婆能
年月日

’ (株)富士クリーR6. 1_12ン
1 台425.0 kg R5.11.22

’ (株)富士クリーR6. 1. 12
ン

1 台2, 100.0 kg R5. 11.22

(株)富士クリー
ン

20.0 " R5. 11.22 R6. 1. 12

’ ’ |鯛!~ !' ’
(株)富士クリー

~ ンR5. 11.22

廃棄物の型式等

|"謡’
製造年表示記号
月 等

廃棄物の種類 定格
容蛋

型式

三菱電
50 KVA

機
変圧器（トラ

ンス） ．
RA 1973年

三菱電
KVA|_Z~| RAT

機
400 1974年

指月趣

100KVA機製作
所 ’ ’ ’

コンデンサー

(3kg以上）
BAF-HA 1974年

100蝿三蔦電 RAT I1973年
ロ､ ’

変圧器（トラ
ンス〉

＝

'



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称|石川県教員総合研修ｾﾝﾀｰ
所在事業場の所在地|金沢市高尾町ウ31番地’

■ b

与 、

’ |電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

、

主幹杉林賢明 076-298-3515
●

’
~ ~

所在の場所 金沢市高尾町ウ31番地1

①前年度の3月3旧に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度
区分’

番号 製品の種類 総重量
（1台当たり
皿、×台政）

参考事項処分業者との
調整状況

定格
容量

廃棄予定
年月

台数又は
容器の数製造書名｜ 型式 ｜製造年月|表雪号

｜ ’なし

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）
、

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

■
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ｉ
■
■
、
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
Ｄ
■
■
■
■
Ｂ
■
■
ｈ
ｒ
０

総重量
（1台当たり
mlit×合致）

番号 製品の種類 参考事項台数又は
容器の数

定格
容量 製織名｜ 型式 ｜製造年月|表零号

｜ ’なし

一



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

製品の種類 総重量
(1台当たり
亜厭×台数）

番号 参考事項
鑿|製造審名｜ 型式 |製造年目|壼奮号

台数又は
容器の数

|■■ ’
l 1 1 ．

なし
ｰ

1． この届出書は、ボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の柵には、ボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． ~ 「番号」の柵には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類｣及び｢製品の種類」の欄には､記入要領に沿って､その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等jの柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記戦されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び『表示記号
等jを記入すること。なお、 「表示記号等」については､記入要領に沿って､その名称を具体的に記入すること（例:不燃性油)。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ボリ塩化ビフエニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の柵のうち、 「台数又は容器の数」の柵には、ポリ塩化ビフエニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の柵のうち、 「総重還」の柵には、ポリ塩化ビフエニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10．． 「濃度区分」の柵には、 「高濃度｣ ．、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ボリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフエニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ボリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
， には、保管しているボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の柵には、ボリ塩化ビフエニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

，3． 「保管の状況」の柵のうち、 「囲い等の有無」の柵には、ボリ塩化ビフエニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

､14． 「保管の状況］の欄のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品･と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

15． 「保管の状況」の柵のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のボリ塩化ビフエニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

－16． 「処分業者との調整状況」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ボリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の桐には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： ． ｢屋内で保管」 、 『絶縁油を抜いたものj ， 「PCB濃度△mgykg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は､･各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の棚には、 「他の事業場から移動」 、 「談受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の柵には、 「他の事業場に移動」 、 「談渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20．． 「処分年月日」の欄には、実際にボリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21．拠分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ボリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）」･の表は、高濃度ボリ塩化ビフェニル使用
~製品以外のボリ塩化ビフェニル使用製品については､ポリ塩化ﾋﾌｴﾆﾙ廃棄物の保管事業者ｶﾐ､本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1.l項第5号の規定に基づ
き、記載するものである．

23‐ ‐｢高渡度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
~フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ボリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ボリ塩化ビフェニル使用製品については

記載し・なくて構わない。

26． この届出に係るボリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受け管ていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から’0日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28． .都道府県知事が定める部数を提出すること。 ．

し
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者

ノ
1－ β

住所〒 920-8580 電話審号
石川県金沢市鞍月1丁目1番地

所在地〒”1-8153電話番号
石川県金沢市高尾町ウ31番地】蕊議＄

、
。

口種類(普通の産業廃棄物）

□qlOO燃えがら □1200金属くず
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□0400廃酸

□0500廃アルカリ

{ qf種類(特別管理産業廃棄物）
□7000引火性廃油□7424燃えがら(有害）

□7010引火性鋤(有害) D7425廃油(有害) .
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□7210農ｱﾙｶﾘ(露）p7429ぱいじん(有害）
□300感染性廃棄物ロ743013号廃熱力(有害）

口"410PCB等 □
□7421廃石綿等 □

数量(及び単位）数量(及び単位）

9
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1

1荷姿

蔵体
産

産業廃棄物の名称

低磯度PCB汚染物

ｄ

ｇ

業

廃

棄

物

◆

己

。

》

一

Ｑ

Ｏ

ｑ

ｄ

Ｏ

抑

需
辨
騒
翔
硫
蒸
幽
鋤
淵
卿
孵
測
雛
悪
、
》
蝋

・
づ
。
．
秘
一

雨
間
処
理
業
者
／
最
終
処
分
業
者
１
１
↓
排
出
事
業
者
／
中
間
処
理
業
者
一

有害物質等

PC恩

処分方法

焼却

備考・通信潤

愛圧器3台
コンデンサ1台 I□7422指定下水汚泥｜□

□7423鉱さい(有害X□
｜
》
》
一
》
》
’

中間処理
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令和 6 年 6月 28 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

1
㈱弾電機
製作所

DSM 1973年 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし
2015
年

3号館

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

〒920-0361　金沢市袋畠町南193、

076（268）1121特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 技師　山田　一郎

石川県産業展示館

電話番号

保管の場所

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等
処分予定

年月 台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

廃棄物の種類

量
濃度
区分

処理業者
との

調整状況

機器
取替
年

参考事項

保管の状況

容器の
性状

保管場
所定格

容量

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

保管事業場の所在地

　　　　　076（225）1521

金沢市長

保管事業場の名称

石川県

石川県産業展示館

石川県知事　　馳　　　浩

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

（第１面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

の規定に基づき、令和

金沢市鞍月１丁目１番地住　所

氏　名

電話番号
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

なし（鋼
鉄製）

（日本産業規格　Ａ列４番）

104kg開閉器 100A 1

低濃度
(18mg/kg)
報告書有
3号館使用



型式 製造年月

なし

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

なし

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量
型式 製造年月製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

製造者名

定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
年月日

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

なし

廃棄物の型式等

製造者名

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合廃棄物の型式等

表示記号
等

番号 廃棄物の種類 参考事項

参考事項
保管終了

理由
移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

量



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

量

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

所在の場所

台数又は
容器の数

なし

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

なし

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

なし

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）



凸1
1,. 箔〕 ＝

様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフエニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年5 月23日
金沢市長 殿

届出者

住所金沢市鞍月1丁目l番地

氏名石川県知事馳浩
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076-225-1531

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）
の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ピフェニル廃棄物について

’保管事業場の名称

’保管事業場の所在地

除
■

特’ |電話番号’電話番号別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

’ ’保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

| ~ ~~ 壁 －
処分

廃棄物の型式等 ’保管の状況
予

定
年月

台数又
は

容器の

数

濃度

区分
処理業者との

調整状況
番号 廃棄物の種類 分別・

混在の

別

漏れ等
の

おそれ

総重量
（1台当たり

肛肚×台数）

定格

容邑
参考事項表示記号

等
容器の

性状
等
無

い
有

囲
の

製造者名 型式 製造年月

－

■
■■Ｉ

’ ’~
－

(日本工業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量
濃度

区分
保管開始
年月日

保管開始
理由１

口

番号 廃棄物の種類 総重瞳
（ 1台当たり

肛肚×台散）

定格

容瞳
参考事項表示記号

等

台数又は

容器の数
製造者名 型式 製造年月

－

’
③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

国
｜ 量 I廃棄物の型式等

濃度

区分

保管終了

年月日
保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

製造年
型式

月

廃棄物の種類 総重還
（1台当たり

亜母×台數）

参考事項定格

容壁

表示紀号

等

台数又は

容器の数
製造者名

■ ■■■
④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

量廃棄物の型式等 自ら処分した場合 処分を委託した場合
濃度

区分｜
’

処分後の廃棄物の処分委託

稲類及び処分先 年月日
処分後の廃棄物の
稲類及び処分先

処分委託

年月日

処分参考事項
年月日

■

参考事項処分

年月日

番号 廃棄物の種類 総重侭
（1台当たり

肛肚×台数｝

定格

容愚
製造年
月

処分
年月日

表示記号

等

台数又は

容器の数
処分受託者の

名称
製造者名 型式

－

少埋
』
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(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称 石川県職業能力開発プラザ

金沢市芳斉1丁目15－15所在事業場の所在地

ボリ塩化ビフ~エール使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名 |電話番号’電話番号課長補佐堀田政則 076-261-1400

’所在の場所 変電設備内

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度
区分

口
番号 製品の種類 定格

容量
総重量
( 1台当たり
ilt戯×台数）

参考事項廃棄予定
年月製造者名｜ 型式 ｜製造年月 |表零号

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

’ PCB濃度
49mg/k9

変圧器（トランス）3-001 30 KVAI 三菱 未定SF 未定S55

‘ 台| ｣"' k:
低濃度

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由“|製遣隼月 |表雪。

製品の種類番号 総重量
（1台当たり

砿肚×台数）

定格
容量

参考事項台数又は
容器の数

製造者名



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

製品の種類番号 総重量
（1台当たり
砿iit×台数）

定格
容量

参考事項台数又は
容器の数型式 |製造年月|表奮e号製造者名

け I I

1． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の棚には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ボリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合には．その種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の柵のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の棚のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の柵のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考
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16． ｜処分業者との調整状況」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ピフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の棚には、実際にポリ塩化ピフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ピフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22~ 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。
25． 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた
めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。
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2023 年 5 月 1 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

4-01
ニチコン

㈱
JCPBMNBIA
H504V

1962年 R9.3
4-01～20
併せて1

缶 108.0 g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 6

4-02
ニチコン

㈱
JCPBMNBIA
H504V

1962年 R9.3
4-01～20
併せて1

缶 108.0 g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

（第１面）

保管の場所

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

（076-262-9181：石川県立盲学校）

金沢市長

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

石川県立盲学校

石川県金沢市鞍月１丁目１番地

濃度
130mg/kg

廃棄物の種類

コンデンサー
（3kg未満）

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

石川県知事　　馳　浩

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

処理業者との
調整状況

コンデンサー
（3kg未満）

事務長　　清水　真弓

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分

石川県金沢市小立野５丁目３番１号

石川県金沢市小立野５丁目３番１号

ペール缶

076-262-9181

濃度
93mg/kg

ペール缶



4-03
ニチコン

㈱
CP711A3T1

05V
1969年 R9.3

4-01～20
併せて1

缶 169.0 g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-04
ニチコン

㈱
CP701A3T4

05V
1970年 R9.3

4-01～20
併せて1

缶 445.0 g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-05
ニチコン

㈱

CP-
C0.22uF(M
)600WV

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-06
ニチコン

㈱

CP-
C0.22uF(M
)600WV

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-07
ニチコン

㈱

CP-
A0.1uF(M)
400WV

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-08
ニチコン

㈱

CP-
C0.047uF(
M)400WV

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-09
ニチコン

㈱

CP-
C0.047uF(
M)400WV

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-10
ニチコン

㈱

CP-
C0.047uF(
M)400WV

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-11
ニチコン

㈱

CP-
C0.047uF(
M)400WV

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-12
ニチコン

㈱

CP-
C0.022uF(
M)400WV

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-13
ニチコン

㈱

CP-
C0.01uF(K
)400WV

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-14
ニチコン

㈱

CP-
C0.01uF(M
)400WV

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-15
ニチコン

㈱

JCP-
A0.1uF(M)
400WV

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-16
ニチコン

㈱

JCP-
A0.1uF(M)
400WV

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-17
ニチコン

㈱

CP-
A0.1uF(M)
400WV

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

コンデンサー
（3kg未満）

ペール缶
低濃度廃棄
物とみなし

保管

コンデンサー
（3kg未満）

ペール缶
低濃度廃棄
物とみなし

保管

コンデンサー
（3kg未満）

ペール缶
低濃度廃棄
物とみなし

保管

コンデンサー
（3kg未満）

ペール缶
低濃度廃棄
物とみなし

保管

ペール缶
低濃度廃棄
物とみなし

保管

コンデンサー
（3kg未満）

ペール缶
低濃度廃棄
物とみなし

保管

コンデンサー
（3kg未満）

ペール缶
濃度

12mg/kg

コンデンサー
（3kg未満）

ペール缶

ペール缶

コンデンサー
（3kg未満）

ペール缶

ペール缶

ペール缶

コンデンサー
（3kg未満）

ペール缶
コンデンサー
（3kg未満）

ペール缶

低濃度廃棄
物とみなし

保管

低濃度廃棄
物とみなし

保管

低濃度廃棄
物とみなし

保管

コンデンサー
（3kg未満）

コンデンサー
（3kg未満）

低濃度廃棄
物とみなし

保管

コンデンサー
（3kg未満）

ペール缶
低濃度廃棄
物とみなし

保管

コンデンサー
（3kg未満）

コンデンサー
（3kg未満）

低濃度廃棄
物とみなし

保管

低濃度廃棄
物とみなし

保管

濃度
1.7mg/kg



4-18
ニチコン

㈱

JCP-
A0.0047uF
(M)400WV

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-19
ニチコン

㈱
160V・
0.1M

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

4-20
ニチコン

㈱
160V・
0.047M

不明 R9.3
4-01～20
併せて1

缶
4-05～20
併せて
84.0

g 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

（日本産業規格　Ａ列４番）

低濃度廃棄
物とみなし

保管

低濃度廃棄
物とみなし

保管

低濃度廃棄
物とみなし

保管

コンデンサー
（3kg未満）

コンデンサー
（3kg未満）

ペール缶

ペール缶

コンデンサー
（3kg未満）

ペール缶



型式 製造年月

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

型式 製造年月製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

該当なし



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

量

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

所在の場所

台数又は
容器の数

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項

該当なし



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

該当なし



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年5月13 日

金沢市長村山卓 殿

届出者

住 所石川県金沢市才田町戊295-1

氏 名石川県農林総合研究センター所長薮哲夫

（法人にあっては、名群及び代表者の氏名）

電話番号076-257-6911

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む｡）の規定に基づき、

令和5年度年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

保管事業場の名称石川県農林総合研究センター農業試験場

保管事業場の所在地石川県金沢市才田町戊295-1

特別管理産業廃棄物責任者の職名及び氏名 ｜業務主任山本富士夫
保管の場所 ｜石川県金沢市才田町戊295.1

’ ’電話番号 076-257-6911

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ピフエニル廃棄物

’ ’廃棄物の型式等 保管の状況丑

総盟趣

（1台当

たり重赴

×台散）

濃度

区分

処分業者との

飼整状況

処分予

定年月

台数又

は容器

の数

漏れ等

のおそ

れ

分別・

混在の

別

廃棄物の種類 参考事項番号 定格

容量

製造

者名

製造

年月

容器の

性状

等

無

い

有

囲

の

表示

記号等

品名

R8年度中廃棄実

施予定

低濃度PCB汚染物

（高圧トランス）

容器

なし

30KV

A

６

Ｐ

ｎ
ｍ

Ｐ

一
有東芝 低濃度 有 分別1台21-1 1972



低濃度PCB汚染物

（高圧トランス）

北陸

電気

容器

なし

R8年度中廃棄

実施予定

10KV

A

低濃度 有 有1台 分別21．2 1976

R8年度中廃棄

実施予定

容器

なし

コンタミ油 有 有分別21-3 100L

R8年度中廃

棄実施予定

金属系汚染物

（ドラム缶）

容器

あり

1缶 有 混合 無21-4

R8年度中廃

棄実施予定

容器

あり

ウエス 1個 有 鉦
j，､、分別21-5

R8年度中廃

棄実施予定

コンク

容器

あり

非金属系汚染物 6個 有リート

破片

分別 無21－6

｜ ’
合計



梯式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフエニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年5 月 2 ~ 日
金沢市畏 殿

届出者 〒920-8580 '

住所 ． 金沢市鞍月1－1
石川県文化観光スポーツ部

氏名 スポーツ握興蝿長江野浩一郎
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

蹴話番号 076-225-1391

(法第15条及び第19条において雛み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の

の規定に基づき、令和 5 年度

l.ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保笹及び処分の状況等を届け出ます。
戸

Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ

寺
且
上
．
■
■
■
■
■
■
■
■
■

保管事業場の名称 石川県立武道館

〒920-0811 金沢市小坂町西8－3保管車粟喝の所在地

I ’特別管理産業廃棄物管理貴任者の職名及び氏名 館長山本智秀 電話番号 076-251-5721

1石川県立武道館1Fボイラー室保管の場所

①前年鹿の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物 一

廃棄物の型式等 壁 保管の状況

|聯’
分別・

混在の
別

処分予定

年月
濃度
区分

処理業者との
隅笹状況

踊れ等
の

おそれ

番号 廃棄物の種類 健肛儲
〔1台白たり
空x台歓）

参考事項定格

容趾
表示記号
等

台数又は
容器の数

容謡の

性状
等
無

い
有

囲
の

製造者名 型式 製造年月

東京芝油
匙気
（株）

PCB濃慶

59mg/kg
変圧器（トランス） 30 KVA PT6-K4 S53 坦化ピフェニール なし 275.0 kg 低濃度 なしI 1 台 囲い有、掲示有 混在 なし なし

光商工

（株）
PCB濃度

1

22mg/kg
コンデンサー(3kg以上） 0.001uF ZPC-1 塩化ピフェニール2 S53 なし 17.0 kg 畦退座 なし 囲い有、掲示有1 台 混在 なし なし

凸 甲

〆

’ ｜ ’
(日本工業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等
皇
皇

ロ 、

Ⅱ

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由

番号 廃棄物の種類 総重量
（1台当たり
璽量×台数）

参考事項定格
容量

表示記号
等

台数又は
容器の数

製造者名 型式 製造年月

’
ｌｌｌｌｌ

該当なし

~’ ’ロ

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 廃棄物の種類 総重量
（1台当たり
、量×台数）鶚着| 型式'零年|蒙雷一

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数 ＝

’該当なし
■

■

■

■

■

■

画
■
■
■
■
■
■

■

■

■

■

■

■

勺

ロ ’ ロ

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

自ら処分した場合 ｜ 処分を委託した場合廃棄物の型式等 量

濃度
区分

番号 総重量
（1台当たり
重量×台数）

廃棄物の種類 参考事項定格
容量

処分
年月日製鴬着|型式|製青年|表雪．

処分委託
年月日

台数又は
容器の数

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分受託者の
名称

処分
年月日

■ ■

》
■
■
■

■
■
■
■

■
■
■
■

画
■
■
■

■
Ⅱ
Ⅱ
■

も

該当なし l I I I I l

~ 1 ． ’

| ~ l l l l
1 1

・ 1 1

1 1 1 1

I

1 1 1
『 ロ U q

~



(第3面）
、

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称 ~

I

所在事業場の所在地

’ |電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

’所在の場所

①前年度の3月3旧に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度
区分’

製品の種類 総重量
(1台当たり
亟量×台数）

参考事項番号 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号
等

製造者名｜ 型式 ｜製造年月

該当なし

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等
皇
塁ｰ

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

総重量
（1台当たり
亜母×台数）

製品の種類 参考事項番号 台数又は
容器の数

定格
容量 製造者名｜ 型式 ｜製造年月|表零号

■ ■

1 1 ‐ l I I l l

該当なし 1 1－



（第4面)~
や

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 製品の種類 総重量
（1台当たり

亜量×台数）

参考事項
蕊|製造脅名｜ 型式

台数又は
容器の数

表示記号
等

製造年月

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

④■

■

Ｕ

■

■

■

■

■

■

日

■

■

画

■

■

■

■

■

Ⅱ

■

■

■

■

■

■

■

該当なし ■ ■ ■

■

■

1． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の棚には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
一 等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の柵のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等) .を単位とともに記入すること。

9． 「量」の柵のうち、 「総重量」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
~のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「機度区分」の柵には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高波度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品'の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の柵には、ボリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の柵のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ボリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
ことb

14． 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入することb

15． 「保管の状況」の棚のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



16． 「処分業者との調整状況」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフエニル廃棄物及び高濃度ボリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者と．の委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記戦しなくて柵わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mgZkg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について､~その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと｡~

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の柵には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の柵には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20~ 「処分年月日」の棚には､実際にボリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。
21~ 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の棚には、ポリ塩化ビフエニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ボリ塩化ビフェニル使用
製品以外のボリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

記載しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし､ ~6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



槌式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面） ~

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出害（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年 5 月 ~ 2 日
金沢市長 殿

届出者 〒920-8580

住所 ~ 金沢市鞍月1－1
石川県文化観光スポーツ部

氏名 ~ スポーツ振興課長江野浩一郎
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

~ 愈賭番号 076-225-1391

項（法第15条及び第19条において醜み替えて叩用する場合を含む｡ )ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の

の規定に基づき、令和 5 年度

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

年度のポリ塩化ピフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

’石川県立野球場 ：

〒920-0367金沢市北塚町東220

保管悪業喝の名称

保管事業栂の所在地

’ ’特別管理産業廃棄物管理貴任者の職名及び氏名 技師山田一郎 駐話番号 076-268-1121

’保管の樹所 野球場1F倉庫内

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃乗物

｜ ’廃棄物の型式等 段 保管の状況

処分予定

年月

濃度

区分
処理蕊巻との
閲整状況

分別・
混在の
ゞ別

洞れ等
の

おそれ

番号 廃乗物の租類
０

１

国
廷
飲

亜
鋼
噛

総
⑪
唾

参考事項定格
容壁

衷示配号
等

台数又は
容器の数

容盟の
性状

等
震

い
有

囲
の製造者名 型式 因造年月

妊璽庇

(55mg/kg)
愛圧盟（トランス） 50 KVA 三謹蝕機 1964年 虹化ピフェニーール なしSFI 1 台 511.0 k9 低濃度 囲い有、掲示有1 分別 なし

低濃度

(0.7ng/k8)
変圧懇（トランス） 50 KVA 三菱趣機 SFI 1964年 塩化ピフェニール 低迩座 なし２ 1 台 425.0 k9 囲い有、掲示有 分別 なし

■■Ｉ’

一
Ｋ

６
０

５
５

Ｐ
ＰＯ６

低演度
(2.8ng/kg)

巽圧鵠（トランス） 50 KVA 東芝 塩化ビフェニール なし3 1984年 1 台 267.0 . kg 低濃度 囲い有、掲示有 分別 なし

低遇塵

(0.6mg/kg)
垂圧眠（トランス） 三菱蝕槻 1964年 塩化ビフェニール なし50 ､KVA RA 1 台 425.0 . kg 低溜鹿 囲い有、掲示有4 分別 なし

砥沮度
(20皿/kg）

変圧器(トランス） 150 KVA 日立製作所 1984年 塩化ビフェニール 低濃鹿 なし5 SOB l 台 900.0 蝿 囲い有、掲示有 分別 なし

’
低浪産

(2､2ng/kg)
油遮断器 日新電磯 塩化ピフェニール 約70 kg 低涜虞 なし100 ． A DH-l21 1964年 1 ． 台 囲い有、掲示有6 分別 なし

低適度

( 1.6EMkg)
油入開閉器 塩化ピフェニール なし200 A 戸上越磯 ST=A 1972年 1 台 約104 kg 低漕鹿 囲い有、掲示有7 分別 なし

低沮皮
（ 21pg/kg）

油入開閉謡 100 A 弾蝕槻 1974年 塩化ピフェニール 1 台 48 k9 低璽庇 なし8 S-H-2 囲い有、掲示有 分別 なし

低浬鹿

(0.85ng/kg)
蜜厩叫（トランス） lOO KvA 三菱趣機 1983年 泡化ピフェニール 低塁度 なし9 SF=T 1 台 300.0 k9 囲い有、掲示有 分別 なし

低置度
(24ng/kg)

変圧器（トランス） 485 k9150 KVA 三菱麺磯 臥二T 1983年 塩化ピフェニール 1 台 妊浬庇 なし 囲い有、掲示有10 分別 なし

’
低漫度

(1､7mykg)
変圧器（トランス） 三菱趣侭 1983年 塩化ピフェニール 125 kg なし10 KYA RA 1 台 低渡鹿 囲い有、掲示有11 分別 なし

(日本工業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由’

廃棄物の種類番号 総重量
（1台当たり

重量×台数〉

参考事項定格
容量 製造者名｜ 型式 ｜製造年月 ｜表零号

台数又は
容器の数

’ ’該当なし 、ロ 1 1

1 1

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

総重量台数又は
（1台当たり

容器の数
m皿×台数）

番号 廃棄物の種類
I 。

参考事項定格
容量

製造年
月

製造者
名

表示記号
等

型式

ロ ロ ロ

該当なし U U

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等
一 ’ ． ’ ~…‐

製晉

自ら処分した場合量 処分を委託した場合
~ ~

濃度
区分

番号 廃棄物の種類 総重量
（1台当たり
瓜量×台数）

参考事項定格
容量

処分
年月日年|表奮号

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

処分
年月日

製造者
名

台数又は
容器の数

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

型式

該当なし

ｌｌｌｌｌｌｌｌ
ロ ロ

1 1 1
I 子

ﾛ ロ ロ ロ

H D I
L 巳 ､ ■ ■

1



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称||石川県立野球場
所在事業場の所在地|〒920-0367金沢市北塚町東220

石川県立野球場

|電話番号’電話番号
｜

’
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
技師山田一郎 076-268-1121

野球場1F倉庫内所在の場所
~

①前年度の3月3旧に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み
皇
畢

ロ

濃度
区分

総重量
（1台当たり
重壁×台数）

参考事項製品の種類番号 廃棄予定
~年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

定格
容量

表示記号
等

製造者名｜ 型式 ｜製造年月

'5' K'IAI三需機| RA-T型| '98!年 6 台|3, 660.0 kg 低濃度変圧器（トランス）1

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由製造鞠|表奮、

参考事項総重量
（1台当たり
、侭×台数）

製品の種類番号 台数又は
容器の数

定格
容量

製造者名 型式

該当なし

~



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等
皇
塁

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 製品の種類 総重量
(1台当たり

重量×台数〉

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号
~ 等

型式 製造年月製造者名

'

■ ■ ﾛ ﾛ ■ ■ ■ ■

該当なし
I U l ﾛ ﾛ

I .

備考 1． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び｢保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の欄には､それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号(平成28年度の保管状況を届け出る場合の例：28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

の規定 等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
． 廃棄物にっ･いては記入しなくて構わない。

8． 「量」の柵のうち、 「台数又は容器の数」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の柵には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフエニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12~ 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の柵には、ボリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の柵のうち、 「囲い等の有無」の柵には、ポリ塩化ビフエニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する
こと。

14． 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の棚には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

15． 「保管の状況」の柵のうち、 「漏れ等のおそれ」の柵には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。



、

16． 「処分業者との調整状況」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ボリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
~ こと。低濃度ボリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定｣ ） 。なお､保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は､各廃棄物及び製品について､その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の棚には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。 ~
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の棚には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の柵には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ボリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

の規定に基づき、令和3

25． 「廃棄予定年月」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて構わない。

26． この届出に係るボリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
／受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知
を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。

二



I

様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

一

6 年4 月30日

金沢市長 殿

届出者

住所石川県金沢市窪6丁目218悉地

氏名石川県立金沢錦丘高等学校~
校侭 森 博之

電話番号076－241－8341

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条k

の規定に基づき、令和 5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1，ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

~
~’

Ｉ
Ｉ
１
１

~~
石川県立金沢錦丘高等学校保管事業場の名称

金沢市窪6丁目218番地保管事業場の所在地

|特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 企画管理専門員 町 賢司 076-241-8341

金沢市窪6丁目218番地保管の場所

①前年度の3月3旧に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

｜ 量 ｜－ 保管の状況廃棄物の型式等

処分予
定
年月

台数又
は

容器の
数

濃度
区分

処理業者との

調整状況
漏れ等
の

おそれ

分別・

混在の

別

参考事項総重量
（1台当たり

、量×台数）

番号 廃棄物の種類 容器の
性状

囲い等
の有無

定格
容量 製造者名 型式製造年月表零日号

分別 なし｜なし’
’

一
フ

トく

ｊ

器

ス

圧

ン

変

■
■

変圧器（トラ

ンス）

’

囲い
有、掲

示有

機器等登録
取り下げ7§“嬢瀞 HCR-L5 S47 その他 1 個 362.0 kg

(日本産業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

、廃棄物の種類廃棄物の種類

’

|齢’
保管開始
年月日

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管開始
理由I 型式 製造年月 １

１

総重量
（1台当たり

、且×台数）

参考事項定格
容量

表示記号
等

台数又は
容器の数

製造者名

■■■■■■■■■■■■■■

I ~ ’
③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

画朧伽”廃棄物の種類 ’
廃棄物の型式等

濃度
区分

保管終了

年月日
保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地製造年

月’
製造年
月

総重量
（1台当たり

皿肚×台数）

定格

容量
表示記号
等

台数又は
容器の数

型式

■■■~ ’」 ’ ~ ’ |■
④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物 ｰ

圃朧物の種類廃棄物の種類

｜ 量

|国
廃棄物の型式等

|塑趣"’
製造年表示記号
月 等

処分受託者の
名称

総重量
（1台当たり

砿鼠×台数）

定格
容量

処分

年月日
処分

年月日

台数又は

容器の数
処分委託

年月日

処分後の廃棄物の

種類及び処分先
型式

■■■ ； ｜
’



(第3面）
ジ

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

所在の場所

①前年度の3月3旧に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度
区分’

総重量
(1台当たり
聰量×台数）

参考事項番号 製品の種類 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

定格
容量

製造者名 型式 製造年月表示記号
等

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

’

而
５
１

総重量
（1台当たり
mli×台数）

参考事項製品の種類番号 台数又は
容器の数

定格
容量 製造年月|表零号製造者名 型式

’

1



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等
星
旱

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

番号 製品の種類 総重量
（1台当たり
唖景×台数）

参考事項
蕊製造者名｜ 型式製造年月|表零号

台数又は
容器の数

’
’

1~ この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の棚には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例；28－001）を付すこと。なお、前回ま

での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号

等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の欄のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること｡‐

9． 「量」の柵のうち、 「総重屋」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重逓を記載すること。その他
~のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の欄には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度jとは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のボリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11~ 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の欄のうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14． 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の棚のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の柵には、高濃度ボリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の棚には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例？ 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△IIIg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の棚には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23~ 「高濃度ボリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24~ この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記載しなくて榊わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を
受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

28．都道府県知事が定める部数を提出すること.。



令和 6 年 6 月 6 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

076-267-2221

氏　名

金沢市観音堂町チ９番地

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

０７６－２６７－２２２１

金沢市長 様

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和 5

（日本工業規格　Ａ列４番）

（第１面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

廃棄物の種類
処理業者との

調整状況
濃度
区分

金沢市観音堂町チ９番地

訓練第一課長　西出　悟

住　所

該当なし

電話番号

定格
容量

保管の場所

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

石川県立金沢産業技術専門校

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

石川県立金沢産業技術専門校
校長　　寺西　幸也



型式 製造年月

該当なし

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

17-1
トランス（電力

用
PS6-

6DP30A11
S.38.9 1 台 217.0 kg

低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）
H17～

製造番号
63606362

17-2
トランス（電力

用
PS6-

6DP5A11
S.38.5 1 台 89.0 kg

低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）
〃

製造番号
62614644

17-3
トランス（電力

用
PS6-6DP-

5A3
S.38.7 1 台 88.0 kg

低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）
〃

製造番号
62612004

17-4
トランス（電力

用
不明 不明 1 台 85.0 kg

低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）
〃

製造番号
不明

17-5
トランス（電力

用
TOT-VF S.38.2 1 台 100.0 kg

低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）
〃

製造番号
1701419

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

該当なし

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項
保管終了

理由
移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

自ら処分した場合廃棄物の型式等

処分
年月日

製造者名
定格
容量

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項
保管開始
年月日

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

量廃棄物の型式等

表示記号
等

型式 製造年月
廃棄物の種類

量

東芝

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

30KVA

濃度
区分

R6.3.27

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

定格
容量

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

表示記号
等

製造者名

表示記号
等

R6.3.275KVA

 〃 R6.3.275KVA

  〃

R6.3.27

5KVA
大阪変圧

器
R6.3.27

5KVA  〃



17-6
トランス（電力

用
PS6-

6DP50K11
S.45.7 1 台 267.0 kg

低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）
〃

製造番号
70034765

17-7
トランス（電力

用
HT532412 1983年 1 台 107.0 kg

低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）
〃

製造番号
G480286

17-8
トランス（電力

用
PS6-

6DP30A11
S.38.10 1 台 217.0 kg

低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）
〃

製造番号
63606376

17-9
トランス（電力

用
PS6-

6DP5E11
S.41.2 1 台 73.0 kg

低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）
〃

製造番号
65625908

17-10
トランス（電力

用
TOSWVF S.38.5 1 台 112.0 kg

低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）
〃

製造番号
2206034

17-11
トランス（電力

用
PS6-K6 1980年 1 台 120.0 kg

低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）
〃

製造番号
80032539

17-12
トランス（電力

用
PS6-K6 1980年 1 台 120.0 kg

低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）
〃

製造番号
80032533

17-13 油遮断機 DH-121L 1969年 1 台 93.0 kg
低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）
〃

製造番号
905296

17-14 無鉛揮発油 不明 不明 1 缶 6.3 kg
低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）
〃

製造番号
不明

18 無鉛揮発油 不明 不明 1 缶 6.3 kg
低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）
〃

製造番号
KP-20

19 ウェスほか 不明 不明 1 式 1.3 kg
低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）

20
検体サンプル

（瓶）
不明 不明 1 式 4.8 kg

低濃
度

R6.3.18 日重環境（株）

R6.3.27

20KVA 三菱電機 R6.3.27

50KVA 東芝

R6.3.27

5KVA  〃 R6.3.27

30KVA 東芝

R6.3.27

20KVA 東芝 R6.3.27

10KVA
大阪変圧

器

R6.3.27

7.2KV 200A 日新電機 R6.3.27

20KVA  〃

R6.3.27

5Kg 不明 R6.3.27

5Kg 不明

R6.3.27

不明 R6.3.27

不明



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について　　　該当なし

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

所在の場所

電話番号

量

台数又は
容器の数

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項

製品の型式等

番号 定格
容量

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

製品の種類

製品の型式等

廃棄の見込み

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項定格
容量



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）







様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフエニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

令和6年6月5 日
金沢市長村山 卓

届出者

住所金沢市泉野出町3丁目10番10号
石川県立金沢泉丘高等学校

氏名 校長岡橋 勇侍
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076－241－6117

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条I〈

の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

~

１
１
１
１

~
~

保管事業場の名称 石川県立金沢泉丘高等学校

金沢市泉野出町3丁目10番10号保管事業場の所在地

’ ’ 電話番号|’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 専門員澤田優 076-241-6117

保管の場所 電気室

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物
ﾛ■■■■■■■■■■■■■

| ~ ‐ ’ 量
処分

’廃棄物の型式等 保管の状況
予

定

年月

台数又
は

容器の

数

濃度

区分
処理業者との

調整状況
分別・

混在の

別

漏れ等
の

おそれ

番号 廃棄物の種類 総重量
（ 1台当たり

並吐×台数）

参考事項定格

容曇
表示記号

等

容器の

性状
等
無

い
有

囲
の製造者名 型式 製造年月

三瀞機､｢-T形 1982150 KVA

不明 NIPPONPARTSJCP-BMW-A 不明

不明 NIPPONPARTSJCP-B柵一A 不明

不明 NIPPONPARTSIJCP-BMW-A 不明

三菱電機

㈱
150 KVA SF-T形 1982

不明 不明JCP-BⅧ一ANIPPONPARTS

不明 NIPPmIPARTS 1CP-B柵一A

不明 不明JCP-BMW-ANIPPONPARTS

~

■
■
■
■

醒
函
唖
躍 低濃度

■
■
■
Ｉ’

‐
ｌ

囲い

有、掲
示有

変圧器（トラ

ンス）
なし台 分別 なし1 430,0 kg

’ ’
囲い

有、掲

示有

低圧コンデン

サ

ハミール

缶
1-002 2 個 分別 鞍し0.48 k9

lkg
囲い

有、掲

示有

低圧コンデン

サ

〆､ミーノレ

缶
1 個 分別0,36

’ ■ ’
囲い

有、掲

示有

低圧コンデン

サ

､ペール

缶
1 個 分別0. 13 kg

(日本工業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由

廃棄物の種類番号 総重量
（1台当たり

砿斌×台数）

参考事項定格
容量 製造年月 ｜表零号

台数又は

容器の数
製造者名I 型式

個 k9

個 k9

’個 kg

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等
旦
畢

濃度

区分
保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者

又は事業場の名称及び所在地
総重量
（1台当た

り

砿最×台

番号 廃棄物の種類 参考事項
襄鬘 |製遣着名

製造年
月

表示記号
等

台数又は
容器の数

型式

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量 自ら処分した場合 処分を委託した場合
濃度
区分

総重量
（1台当た

り

飛最×台

廃棄物の種類番号 参考事項
鑿|製造者名

製造年
月

処分

年月日
処分受託者の
名称

処分
年月日

表示記号
等

台数又は
容器の数

処分委託
年月日

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

型式

k9

k9

k9



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

！ |電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名

’所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたボリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度
区分’

製品の種類 総重量
（1台当たり
飛敬×台数）

参考事項番号 定格
容量

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

表示記号
等

製造者名 型式 製造年月

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由’

製品の種類 総重量
( 1台当たり
砿ht×台数）

参考事項番号 定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号
等

製造者名 型式 ｜製造年月



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

製品の種類 参考事項番号 総重量
（1台噺たり
亜量×台数）

定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号
等

製造年月型式製造者名

一

1 ． この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。
4． 「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5~ 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ボリ塩化ビフェニル

廃棄物については記入しなくて構わない。
8． 「量」の柵のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「量」の柵のうち、 「総重量」の棚には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10． 「濃度区分」の柵には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明jのうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。
11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の棚には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること
（例； 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の柵のうち、 「囲い等の有無」の棚には、ボリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。
14． 「保管の状況」の棚のうち、 「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の棚のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の棚には、高濃度ボリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ボリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17~ 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、

「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、 「他の事業場に移動」 、 「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

20~ 「処分年月日」の柵には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ

き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」 とは、電気事業法（昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

記載しなくて柵わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下

の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す

ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。



II_00

分析結果報
生
口
室
昌

No.P5400484

令和2年1月8日石川県知事谷本正憲 様

試料の区分

試料名

トランス

電灯ﾄランス 計量証明事業登録石川県第1号(濃度）

蕊舗繍繍藤惹痙
採取場所 石川県立金沢泉丘高等学校

採取年月日

採取時間

令和1年12月25日

12時58分

株式会社 ター事業本部

瀞耀舗北町三厘国2”〒923-125

TELO76-277-3733FAXO7

蟻分析担当者島村I

採取の区分

採取者

出張採取

川奈誠和

－

，
1

．
！

特記事項 業務名： 石川県立金沢泉丘高等学
校高圧機器絶縁油の
PCB濃度調査

貴依頼による絶縁油中のPCB含有量分析に係る結果を次の通り報告します。

◆対象機器

製造 ~者

型 式

製造年

製造番号

定格容量

総重量

三菱電機株式会社

SF-T形

1982年

F180208

150kVA … ’
430kg(銘板記載) |

｜
’

受電電圧

総油 量

6600V(－次）

108L(銘板記載）

』

一幻

◇結果

結果
(mg/kg)

判定基準
(mg/kg)

検出下限値
(mg/kg)

分析項目

＞ 0:5ポリ塩化ピフェニル 6.9 0.15

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル2.1.2

(平成23年5月環境省廃棄物･リサイクル対策部産業廃棄物課）
分析方法

【備考l

PCB濃度が処理の判定基準(0.5mg/kg)を超えたときは､PCB廃棄物として適正に保管等の処理並びに届出を行う。
（平成17年12月19日環廃産発第051219001号）



I-OOZ

分析結果報告書

No.P5700044

令和4年10月17日石川県知事馳浩 様

｜ 試料の区分

試料名

’ コンデンサ

コンデンサ③ 計量証明事業登録石川県第1号(濃度）

採取場所 石川県立金沢泉丘高等学校 株式会

〒920-08

這分析センター

;小坂町中,8番地‘
採取年月日

採取時間

令和4年9月30日

14時24分

株式会社

〒923-12

TELO'07

読転慕震
採取の区分

二二二三三

採取者

採取

辻本祥次

6-277-3733FAXO

分析担当者島村

7

鶴ロ特記事項

貴依頼による絶縁油中のPCB含有量分析に係る結果を次の通り報告します。

◆対象機器

’製造者

型 式

製造年

製造番号

定格容量

総重量

NIPPONPARTSCO.,LTD.

JCP-BMW-A

＊＊＊＊

＊＊＊.＊

＊＊＊＊ 受電電圧

＊＊＊＊ 総柚量 ’
＊＊＊＊
－

＊＊＊＊

◆結果

結果
(mg/kg)

判定基準
(mg/kg)

検出下限値
(mg/kg)

分析項目

ポリ塩化ピフェニル 6.0 0.5以下 0．15

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル2.1.2

(平成23年5月環境省廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ対策部産業廃棄物課）
分析方法

【備考】

PCB濃度が処理の判定基準(0.5mg/kg)を超えたときは､PCB廃棄物として適正に保管等の処理並びに届出を行う。
（平成16年2月17日環廃産発第040217005号）



_OOZ
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分析結果報
生
ロ
室
昌

No．P5700043

令和4年10月17日石川県知事馳浩 様

｜ 試料の区分

試 ~料名

コンデンサ

コンデンサ② 計量証明事業登録石川県第1号(濃度）

採取場所
~~~

石川県立金沢泉丘高等学校 株式会

〒920-08

採取年月日

採取時間

令和4年9月30日

14時19分

株式会社

〒923-13

採取の区分

採取者

TELO76-277-3733FAXO76-277-3139

蕊
分析担当者島村唯採取辻本祥次

~
特記事項

貴依頼による絶縁油中のPCB含有量分析に係る結果を次の通り報告します。

◆対象機器

製造

型

製造

製造番

定格容

総重

者
一
式
一
年
一
号
一
量
一
量

NIPPONPARTSCO.,LTD.

JCP-BMW-A

． ＊＊＊＊

＊＊＊＊

｜ 受電電圧＊＊＊＊

？ ＊**＊ ｜ 総油量|－ ’
＊＊＊＊
－

＊＊＊＊

◆結果

結果
(mg/kg)

判定基準
(mg/kg)

検出下限値
(mg/kg)

分析項目

ポリ塩化ビフェニル 5.2 0.5以下 0．15

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル2.1.2

(平成23年5月環境省廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ対策部産業廃棄物課）
分析方法

【備考】

PCB濃度が処理の判定基準(0.5mg/kg)を超えたときは､PCB廃棄物として適正に保管等の処理並びに届出を行う。
（平成16年2月17日環廃産発第040217005号）
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分析~結果報告書

~ No.P5700042

令和4年10月17日石川県知事馳浩 様

試料の区分

試料名

コンデンサ

コンデンサ① 計量証明事業登録石川県第1号(濃度）

採取場所 石川県立金沢泉丘高等学校 株式会 :分析センター

同小坂町中18番地4

一一一一

霊蕊〒920-0〔

採取年月日

採取時間

令和4年9月30日

14時08分

株式会社

〒923-吋
センター事業本部

Ⅲﾉl 1北町三反田273

ロ
Lユ

I

jI 勤

噸【隠淵鶴
採取の区分

採取者

採取

辻本祥次

特記事項

’

貴依頼による絶縁油中のPCB含有量分析に係る結果を次の通り報告します。

◆対象機器

製造

型

製造

製造番

定格容

総重

者
一
式
一
年
一
号
一
量
一
量

NIPPONPARTSCO.,LTD.

JCP-BMW-A

＊＊＊＊

＊＊＊＊

＊＊＊＊ 受電電圧

＊＊＊＊ 総油 量

｜
’

＊＊＊＊
－

＊＊＊＊

◆結果

結果
(mg/kg)

検出下限値
(mg/kg)

判定基準
(mg/kg)

分析項目

ポリ塩化ビフェニル 0.5以下 0.152.9

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル2.1.2

(平成23年5月環境省廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ対策部産業廃棄物課）
分析方法

【備考】

PCB濃度が処理の判定基準(0.5mg/kg)を超えたときは､PCB廃棄物として適正に保管等の処理並びに届出を行う。
（平成16年2月17日環廃産発第040217005号）

｜’
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分析結果報
比
ロ
室
自

No.P5700045

令和4年10月17日石川県知事馳浩 様

試料の区分

試料名

コンデンサ

コンデンサ④ 計量証明事業登録石川県第1号(濃度）

採取場所 石川県立金沢泉丘高等学校 株式会

〒920-08
|分析センター
I小坂町中'8番地4
盲ンター事業本部

I川北町三反田273

採取年月日

採取時間

令和4年9月30日

14時29分

株式会社

〒923-12

採取の区分

採取者

TELO76-277-3733FAXO

蕊分析担当者島村

採取

辻本祥次

特記事項

I

貴依頼による絶縁油中のPCB含有量分析に係る結果を次の通り報告します。

◆対象機器

製造者

型 式

製造年

製造番号

定格容量

総重量

NIPPONPARTSCO.,LTD.

JCP-BMW-A

＊＊＊＊

＊＊＊＊

＊＊＊＊ 受電電圧

＊＊＊＊ 総油 量 ’
＊＊＊＊

＊＊＊＊

◆結果

結果

(mg/kg)
判定基準
(mg/kg)

検出下限値
(mg/kg)

分析項目

ポリ塩化ビフェニル 0.5以下2.3 0．15

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル2.1.2

(平成23年5月環境省廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ対策部産業廃棄物課）
分析方法

【備考】

PCB濃度が処理の判定基準(0.5mg/kg)を超えたときは､PCB廃棄物として適正に保管等の処理並びに届出を行う。
（平成16年2月17日環廃産発第040217005号）



6 年 月 日

〒９２１－８０４２

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

（第１面）

保管の場所

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

０７６－２４３－２１６６

金沢市長

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

石川県立金沢中央高等学校

　校長　　瀧　陽一郎

金沢市泉本町６－１０５

廃棄物の種類

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

石川県立金沢中央高等学校

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

処理業者との
調整状況

該当なし

主任主事　新谷　元

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分

〒９２１－８０４２　金沢市泉本町６－１０５

本校E棟１階階段下倉庫

０７６－２４３－２１６６





型式 製造年月

該当なし

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

 ⑬-001
変圧器（トラン

ス）
KVA HCR-L4 1970 1 台 409.0 kg

低濃
度

R5.7.31
日重環境(株)赤城

事業所

 ⑬-002
変圧器（トラン

ス）
KVA HCR-L4 1970 1 台 409.0 kg

低濃
度

R5.7.31
日重環境(株)赤城

事業所

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

型式 製造年月製造者名

R6.1.1175 東芝
試験番号
70048100

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

該当なし

75 R6.1.11
試験番号
70048096

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

東芝

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

量

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

所在の場所

台数又は
容器の数

該当なし

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

該当なし

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

該当なし

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）
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様式第一号（一） ‘(第九条、第二十条及び第二-'一七条関係）

（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

6年5月14日

金沢市長 殿

■

■

ｌ

ｌ

ｊ

１

Ｉ

Ｉ

Ｆ

ａ

Ｐ

■

Ｉ

ｊ

Ｆ

ｌ

ｌ

・

・

Ⅱ

｜旧胞県皿
届出者

住所金沢市米泉町5丁目85番地

氏名石川県立金沢伏見高等学校校長桶川政従
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） ~

電話番号076－242－6．175

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条I〔

の規定に基づき、令和 5年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

保管事業場の名称 石川県立金沢伏見高等学校

保管事業場の所在地 金沢市米泉町5丁目85番地

|電話番号’電話番号特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 企画管理専門員村元文子 076－242－6175

’金沢市米泉町5丁目85番地保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

廃棄物の型式籍 保管の状況
』三L

上峰

処分予
定
年月

台数又
は

容器の
数

濃度
区分

処理業者との
調整状況

分別・
混在の
別

漏れ等
の

おそれ

参考事項番号 廃棄物の種類 総重晶
（1台､』iたり
iIt故×台数）蕊|製造着名| 型式製造年月表零号

容器の

性状
囲い等
の有無

(なし）

(日本産業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管開始
年月日

保管開始
理由

廃棄物の種類番号 総重量
（1台当たり

亜趾×台数）

参考事項定格
容量 製造者名｜ 型式 ｜製造年月 ｜表零号

台数又は
容器の数

｡

(なし）
~

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地’

番号 廃棄物の種類 総重量
（1台当たり
爪丑×台数）

参考事項
蕊|製造者名|型式|製晉年

表示記号
等

台数又は
容器の数

可

(なし）

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 自ら処分した場合量 処分を委託した場合
濃度
区分

総重量
（1台当たり
亜飲×台数）

参考事項番号 廃棄物の種類
灘|製造者名|型式 製造年

月

処分
年月日

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

処分
年月日

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

表示記号
等

台数又は
容器の数

油量115L

PCB濃度
7.0mg/k9

75 ""|蕊貰|HCTR-S21 :5:
変圧器（トラ

ンス）

醗
度 R5.8. 1 1 日重環境(株) I R6.1. 1128-001 1 台1390.0 kg

’ 1

ｌｌｌｌｌｌ
l I l I I



(第3面）

2~ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称 石川県立金沢伏見高等学校

所在事業場の所在地 金沢市米泉町5丁目85番地

’ |電話番号’電話番号
ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理

責任者の職名及び氏名
企画管理専門員村元文子 076-242-6175

所在の場所 金沢市米泉町5丁目85番地

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

製品の型式等 廃棄の見込み 量

濃度
区分

■
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
０
Ⅱ
Ⅱ
１
Ⅱ
Ⅱ
１
１
０
５
■
４
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ⅱ
Ｉ
■
日

製品の種類番号 総重量
（1台当たり
亜品×台数）

参考事項定格
容量

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数製造者名｜ 型式 |製造年月 |表零号

(なし）

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ピフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

製品の型式等 量

所有開始
年月日

所有開始
場所

所有開始
理由

製品の種類番号 総重景
（1台当たり
砿蹴×台数）

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

表示記号
等

製造者名l 型式 製造年月

｜ ’(なし） I Ⅱ Ⅱ

1 1



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の型式等 量

所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

製品の種類番号 総重景
（1台当たり
爪趾×台数）

参考事項
蕊製造者名｜ 型式 |製造年月|表零号

台数又は
容器の数

■■■(な･し）

1． この届出書は、ポリ塩化ビフエニル廃棄物の保管又はボリ塩化ビフエニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び
「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の柵には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の柵には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

6． 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の柵には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の柵には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポ･ﾘ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「量」の棚のうち、 「台数又は容器の数」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

ことができないときは、保管している､容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。
9． 「量jの欄のうち、 「総重量」の柵には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。 ~

10． 「濃度区分」の柵には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

度ボリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ボリ塩化ビフェニル使用製品以外
のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

11． 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

には、保管しているボリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。
，2． 「保管の状況」の棚のうち、 「容器の性状｣の柵には､ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の棚のうち、 「囲い等の有無」の柵には、ボリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14． 「保管の状況」の棚のうち、 「分別・混在の別」の柵には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15． 「保管の状況」の欄のうち、 「漏れ等のおそれ」の柵には、保管中のポリ塩化ピフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



勺

(第5面）

16． 「処分業者との調整状況」の棚には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する
こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

17． 「参考事項」の柵には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること （例： 「屋内で保管」 、 「絶縁油を抜いたもの」 、 「PCB濃度△mg/kg」 、
「今後分析予定」 ） 。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する
こと。

18． 「保管開始理由」及び「所有開始理由」の柵には、 「他の事業場から移動」 、 「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。
19． 「保管終了理由」及び「所有終了理由」の柵には、 「他の事業場に移動」 、 「誠渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。
20． 「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

21． 「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の柵には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。
22． 「①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフエニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ） 」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用
製品以外のポリ塩化ビフエニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第9条第1項第5号又は第20条第1項第5号の規定に基づ
き、記載するものである。

23． 「高濃度ポリ塩化ビフエニル使用電気工作物」とは、電気事業法.(昭和39年法律第170号）第2条第1項第18号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ
フェニル使用製品をいう。

24． この届出書において、 「廃棄」とは、ポリ塩化ビフエニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

25． 「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフエニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については
記戦しなくて構わない。

26． この届出に係るポリ塩化ビフエニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第12条の3第4項又は第12条の5第5項の規定による送付を

受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。 ）を複写機によりA3判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をA3判以下
の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、 6月30日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第12条の5第4項の規定による通知

を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から10日以内に提出す
ること。

27．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。
28．都道府県知事が定める部数を提出すること。
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石川県知事谷本正憲様

2016年10月21日

…測臘馴題
株式会社住化分析センター

〒792.0801

愛媛県新居浜市菊本町一丁目

TELO897(32)8977 FAXO8

分析。試験報告書

2016年10月11日 ご依頼を受けました分析．試験の結果を下記のとおりご報告いたします。

記

県有施設再生可能エネルギー発電設備等設置工事く金沢伏見高校）件 名

試料名

採取年月日

試料採取場所
分析試験方法

絶縁油

2016年10月11日

絶縁油中の微量PCBに関する簡易測定法マニュアル2.1.2 (平成23年5月環境省）
q●

分析試験項目 ｜単位I 分析試験結果 ｜ 目標基準試料名

機器名
定格容量
メーカー

型 式
製造年
製造番号
油 量

〆

トランス

3.75kVA

東京芝浦電気
HCTR･S2

1980年
80009996

115L

ポリ塩化ビフェニル

(PCB)
mg/kg 7．0侭

機器名
定格容量
メーカー

型 式
製造年
製造番号
油 量

機器名
定格容量
メーカー

型 式
製造年
製造番号
重・ 量

トランス

1" 100kVA
日立
SOUCR

1994年
4612115

65L

コンデンサー
15kVA

東京芝浦電気
BRTR-A6JIR

1980年
325267

20kg

1 1 0

、

ポリ塩化ビフェニル

(PCB)
0.15未満 0.5mg/k9

I 。 ， I

ポリ塩化ビフェニル

(PCB)
0.15未満mg/kg

l I U Q

備考：

＊絶縁油中のPCB濃度が処理の目標基準である0.5mg/kg以下のときはPCB廃棄物に該当しない。
（平成16年2月17日環廃産発第040217005号）

火＊分析法検出下限値0.15mg/kg

以上
一

本件につきご質問などございましたら、下記担当者または責任者までお問い合わせください。

TELO897(37)0081

FAXO897(35)1782

1/1

受注番号 8567009

責任者

』

r 今
少 毎

｡ミ ．： 、
里､ J

9

担当者
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産業廃棄物管理票（マニフエスト)E票／

￥ ”圃交癖暑｜
|氏名又鯵名称
絢加鞍難事鋤溌

年 月 日 88045238鯛|鞭
｜

’ |氏名交付年月日 整理番号 麦付担当者
~ ~~

名称

向測j蝿噂髭火吹蛇錫導学校

所在地〒認リ卿輔 電話番号《'"jj,"h(75
画1闘凝幾旗恥警泉凝翰f I報総番峨

一

排
出
事
業
者

~

排
出
事
業
場

住所〒妙鯉繊,－ 電話番号群偽塗恥j趣‘
心;!;蝿余沢瀧鞍嫁1 リ劇1審地

口種類〈産業廃棄物） 園種類(特別管理産業廃棄物） ＃
ロ0100燃えがら □1200金属くず □7000引火性廃油□7424燃えがらく有害）
□0200汚泥 □1300熟議傭磁器くずロ7010引火鵬油侑害）□7425廃油(有害）
□0300廃油 口1400鉱さい □7100強酸 ロ7426汚泥(有害) E
p0400廃酸 □150Oがれき類 画7110強酸(有害） 己7427廃酸(有害）

ロ0500廃アルカリ ロ1600家畜のふん尿ロ7200強アルカリ ロ7428巖ｱﾙｶり(有害） ネ
ロ0600廃ﾌﾗｽﾁｯｸ類ロ1700家畜の死体画7210強ｱﾙｶﾘ(露）□7429ぱいじん(有害）
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令和 6 年 5 月 7 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

X-005 KVA
ナショナ

ル
MP

CAPACITOR
S48

不燃性
（合成）
絶縁油

未定 3 個 8.4 kg 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

X-007 μF ニチコン

JCPBMDBIAH
504V、

JCPBMDBIAH
205V、OB-

3K

S40、S41 不明 未定 3 個 0.5 kg 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

（第１面）

保管の場所

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

０７６－２５８－１１００

金沢市長

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

（日本産業規格　Ａ列４番）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

石川県立金沢北陵高等学校　学校長　中村　悟

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

県教委より
指示待ち

定格
容量

なし

０７６－２５８－１１００

コンデンサー
（3kg以上）

処理業者との
調整状況

5

廃棄物の種類

コンデンサー
（3kg未満）

0.5
2

0.15

電話番号

県教委より
指示待ち

なし

主幹　　木本加世子

石川県金沢市吉原町ワ２１番地

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

濃度
区分

石川県金沢市吉原町ワ２１番地

灯油庫

5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

住　所

氏　名

電話番号

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

石川県立金沢北陵高等学校



型式 製造年月

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

型式 製造年月製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

量

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

所在の場所

台数又は
容器の数

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）



様式第一号（一） （第九条、第二十条及び第二十七条関係）
（第1面）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

年 月 日

殿金沢市長

届出者

住所金沢市本多町2－3－6

氏名石川県立工業高等学校長居村吉記
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号076－261－7156

(法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。 ）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第8条第1項（法第15条及び第19条喉

の規定に基づき、令和 5年度のボリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

1． ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

’
Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

旧

旧

旧

狙

Ⅱ

Ⅲ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅱ

Ｊ

Ｊ

ｒ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

’ 石川県立工業高等学校保管事業場の名称

’金沢市本多町2－3－6保管事業場の所在地

|電話番号 ’電話番号 ’’企画管理専門員木澤 裕特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名 076－261－7156

’電気室保管の場所

①前年度の3月31日に保管していたポリ塩化ビフエニル廃棄物

｜ 量 ’ 保管の状況廃棄物の型式等
処分予
定

年月

台数又
は

容器の
数

濃度
区分

処理業者との

調整状況
漏れ等
の

おそれ

分別・

混在の
別

参考事項総重量
（1台当たり

亜趾×台数）

番号 廃棄物の種類 容器の

性状
囲い等

の有無

定格

容量

表示記号

等
型式製造年月製造者名

■
■
Ｉ

■
■

~

■



－
し ．

Ⅱ

Ⅱ

０

１

０

Ⅱ

０

１

ｐ

▲

甲

ｈ

■

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

０

１

１

１

Ⅱ

Ⅱ

０

Ⅱ

１

１

１

１

１

１

■

’

’
(日本産業規格A列4番）



（第2面）

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ピフェニル廃棄物

廃棄物の型式等 量

保管開始
理由

濃度
区分

保管開始
年月日

参考事項台数又は 総重量
（1台当たり

容器の数 亜敵×台数）

廃棄物の種類番号 表示記号
等

定格
容量

型式 製造年月製造者名

~
③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。 ）

廃棄物の型式等 量

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

濃度
区分

保管終了
年月日

保管終了
理由

参考事項総重量
( 1台当たり
並量×台数）

番号 廃棄物の種類 定格
容量 製嘗年|表奮号

台数又は
容器の数製造者名｜型式

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

処分を委託した場合自ら処分した場合量廃棄物の型式等
濃度
区分

参考事項台数又は 総重量
（1台当たり

容器の数
砿抵×台数）

廃棄物の種類番号 処分
年月日

処分
年月日

処分委託
年月日

処分受託者の
名称

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

定格

容量 製造者名型式|製曾年表示記号等
鵬
度

トーエ

イエ業
コンデンサー

(3kg以上）
R5.8. 1 日重環境㈱ I R6.l1lその他②1-3 4.0 kg200 VA i|IP I S45 3

｛
ロ

嶬
度

コンデンサー

(3kg以上） 6600 vAI 東芝 |"| $5' |その他 R5.8. 1 1 日重環境㈱ R61． 1118．0 k91 台(2)1-4

l l l l l l ｜ ’

l
kg



(第3面）

2．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

|電話番号’電話番号ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

’所在の場所

①前年度の3月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。 ）

廃棄の見込み 量製品の型式等
濃度
区分

参考事項総重量
（1台当たり
政雄×台数）

製品の種類番号 廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

台数又は
容器の数

定格
容量 型式 ｜製造年月|蕊零号製造者名

｜ ｜ ’
②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ピフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。 ）

量製品の型式等
所有開始
場所

所有開始
理由

所有開始
年月日’

参考事項総重量
(1台当たり
11t壯×台数）

製品の種類番号 台数又は
容器の数

定格
容量 製造者名｜ 型式 ｜製造年月 |表奮号

l l l l l



（第4面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

量製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項総重量
( 1台当たり
並賦×台数）

製品の種類器号 定絡
容鐘

台数又は
容器の数

表示記号
製造年月 等

製造者名｜ 型式

l ~ この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度6月30日までに提出すること。
2．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。
3． 「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、 「所在事業場の名称」及び

「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

4． 「番号」の柵には、それぞれ先頭に「前年度の元号数一」を加えた整理番号（平成28年度の保管状況を届け出る場合の例： 28－001）を付すこと。なお、前回ま
での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

5． 「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。
6~ 「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」 、 「製造者名｣、 「型式｣、 「製造年月」及び「表示記号
等」を記入すること。なお、 「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること （例：不燃性油） 。

7． 「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル
廃棄物については記入しなくて構わない。

8． 「鐘」の棚のうち、 「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の
数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する
ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

9． 「戯」の欄のうち、 「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、 1台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他
のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

10， 「濃度区分」の棚には、 「高濃度」 、 「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、 「高濃度」 とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃
度ボリ塩化ビフェニル使用製品の略称、 「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外
のボリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

1 1 . 「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビブェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合
には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。

12． 「保管の状況」の柵のうち、 「容器の性状」の棚には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

（例： 「ドラム缶」 、 「なし」 ） 。

13． 「保管の状況」の柵lのうち、 「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ピフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

こと。

14． 「保管の状況」の柵のうち、 「分別・混在の別」の棚には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。
15~ 「保管の状況」の柵のうち、 「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

備考



産業廃棄物管理票（マニフエス ｜
季

壁_准左屋遅冬!ﾒﾐ、80045238131ざ‘
｡』 』一

~

邇昌配
｡■

~~~~

間訂年/2月（日
氏名又は名称

石， ｜県知事剛

名称
排
出
事
業
場

筒 ，県立工業高等学校
ヂ
〆
し
“
回
茸

戦
国

’一一一一一一

~~ ~

住所〒9208575 電話番号076-225-1817

石川県金沢市鞍月1丁目1番地
＝弓

i荷姿
数量(及び単位）

I 姿ｰ

席

~~~ ~
~~

~~

~~~

菫1蓋Zりl席溌

名称／所在地／電話番号

｡委託契約書記載のとおり
ロ当欄記載のとおり

氏名又は名称

日重奏境株式会社赤城事業所

》
~
栂

名称

’
（
処
分
率
業
場
）

運
搬
先
の
率
業
堀

邑
芭
屋
且

日重環境株式会社

所在地〒376-0101 電話番号0277-73-0194

群馬県みどり市
大間々町大間,々2188番4外7筆

皿
韓

’

〒376-0101 電話番号0277-73-0194

群馬県
みどり市大間々町大間々1668番地

住所

＝

氏名又は名称

日重環境株式会社_赤雄蔓菫駈
住所〒376-0101 電話番号0277-73-0194
群馬県

みどり市大間々町大間々1668番地

(蔓竈，厨名叉憾鋤旧重環境株式会杜赤畷所(運搬担当者の氏名） 縦~乏一

露鰯鰯職議雲=零夛需啄Z

１
１

又
は
保
管

積

替

え

I

＝

ソ
／

▲
■
Ｆ
■
１
１
１
１

錘
〃疹瀞運 搬

終了年月日
受領棚 有価物拾集量

／／~年/月／日醗諏j藍

最終処分
終了年月日

／

／

／幾年晶豚〃彰泳
謡覗

筆/身倉ﾘI睦Nij藍

且

~

(直行用）

発行元：全国オイルリサイクル協同組合 年 月 日E票

[一種類(産業廃棄物

no'00燃えがら I 『11200金属くず
『］1300孔易暴･陶磁器くず

．
〆
】

油

CO4OO廃酸

ロ0300厚

□0500廃アルカリ

に0600傷ﾌﾗｽﾁｯｸ霞

ロ0700紙くず □180Oぱいじん

□0800木くず

pc900繊維くず

□190013号廃棄物

□4000動物系固形禧物

唾7410PCB等

□7421廃石綿等

11 1100ゴムくず
一

1000動植物性残さ ］特定産業廃棄物 口7422指定下水汚泥

7423鉱さい(有害）

に

’ 口

．'400鉱さい

~]150Oがれき類 ’

□1600家畜のふん尿

□7110強酸(有害）

7100強酸

7200強アルカリ

rI7427廃酸〈有害）

．7428鳫ｱﾙｶﾘ喧害）

17426汚泥(有害）

ロ'700家畜の死体

□7000引火性厩

Ll7010引火性廃油(有害）

h ~~~口7424燃

□7425層

がら(有害）

9(有害）

□7210強ｱﾙｶﾘ(雷）

□7300感染性廃棄物

□7429ばいじん(有害）
－－

｢1743013号鳫識(需）

□7440廃水銀等

[-ｺ

産業廃棄物の名称

低濃度PCB汚梁物ハ

有害物質等

PCB
戸

備考・通信欄

、再生用コンデンサ4台（4kg×3台・18kg）

M処分用

処分方法

焼却〆

。

Ⅱ

号

志
画
確
‐

屑職’
1

■

B2票 年 月 日

D票 年 月 日



産業廃棄物管理票（マニフエスト)B農票

溌言0“5郷馴3医I

蝿糯

認識 籍狸蕃篭 ）一‘ 邸

／ ‐ 年ノー鴬

氏名又繕名称

"! i鍛薙串

名称

石川蕊重l皇糞猶簿学絞

所在地〒黙U-(I瓢､4 電話番号0秘~261 7156

石jii蝋金淡議鰯一難町と.了属3･6

排
出
事
業
場

~~~

住魏〒（ﾀLOH ,/:J 電誰番号().jb鯉､蝿17

譲削1凝令沢両鞍月1丁宮1番雑
i
l

l
鱈
識
畢
産
啓
琿
塞
膳
麺
謹
狸
１
別
印
吟
時
樽
含
刺
荊
恥
詞
画
画
糾
剥
雨
声
瞬
創

‐唾__種類(特別管理産業廃棄物）
7000引火性廃油：蜜7424燃えがら有害）
7010引火姓罵油楕詳i"7425廃油〈有害〉 ~
7100強酸 I i 1 7426汚泥《有害>
J7110強酸〈有害> I [ j7427廃酸〈有害>一一一 －－－－. I

荷姿数量(及び単位

:3 ()kg

種類〈産業廃棄物）

0100燃えがら 12"金属くず
有姿

0200汚泥 i ~1 1300寧うそ囑磯器くず
； 告･一鏡 一‘ ‘ ~

0300廃油 1400鉱さい

0400廃酸 150Oがれき蕊

－－

－_二目害一一

産業廃棄物の名称

低濃度 PC蕊汚難鋤
UU…一U■■一ご■ー■ー■一申…■画一■ー

i処分方法
｜
■
I

i 焼1
1 ‐

7200強ｱﾙｶﾘ [)7428廃ｱﾙｶﾘ轤書)病害物質暑
哺

7210強ｱﾙｶﾘ侑割p7429ぱいじん靖尋 ‘

”300感染性廃棄物 口743013号鳫識楕言) I I
筋細元露一一百7"0廃水銀等 ｜備考･通帽

F

鱸"鹿Zノレカリ l = 1600家畜のふん尿
0600廃プラスチック霞 --. 1700家畜の死体

B 蟹）(

・通信棚

再生用

処分用

~ ~

雲0700紙くず …! [..j '800ぱいじん ~

L_ 0800本くず I g; 190013号廃棄物!!"7410PcB等 ! IJ7440I

i-4o()6顯蕊廟禧厩可ｱ421廃石綿等 ：画
一ﾛ…

『､ 10900繊維<篭 j
i l000動植物性残さ 轤索産業廃棄物奇7422嗣冒宿~弓~rl --i {W勤額物性残さ i

コンデンサ4*(4kg×3g･ 1雛璽）

…‘.』特定産業廃棄物 V

口,100ゴム〈ず ’ '-－ i -j7423鉱さいく有害) ｜□
管理票交付者〈処分委託者)の氏名又は名称及び管理票の交付番号(登録番号）

篭間処嬢

蕊鱸蕊箇
:~熱琳嘩認載鋤趣毒*ﾙ幸**斗毒誇宰*******糖輔寺****轍**鐸*調:****輯毎#鋪:報罫燕**群**:$穆畔**識：***斗翰褐:******輯:***斗銅竿*********識等*判

画当欄記載のとおり

名称／所在地／電話番号

願委託契約書記載のとおり
ロ当欄記載のとおり

畷藝1名称,蛾境擁式簔繊
氏名又は名称

周重環境株式会社赤城事業所

（処分

事
難
場
）

運
搬
先
の
率
蕊
場

蕊
－－U一口■一一

…〒"…‘ 。…,"'~"-"，‘
住所〒376-0101 電話番号02”…73-0194

群馬県 群馬県みどり市
みどり市大間々町大間,々1668番地 鴻一 大間々町大鶴々2188番4外7筆

・重職株式鋤_赤職事獅？ー ｜積又毛“……………鋤雪登順…“…
氏名又は名称

一画

所

ｌ
又

は

保

管

穂

替

え

へ

”

一

一 __--_貫重墾境株式会社
在地〒 電話番号

濟津*球******韓*******＊*****…***拳群******…**＊

z鵬輔z且Z童|緬搾"'数選(及び単位，職藩腫’
1蕊環境様式会社赤 運搬

終了年月日
(受講の氏名叉は名称)置蕊難
(運搬担当者の氏名）

(受託者の氏名又は名称)日重環
(処分担当者の氏名)中村

遡蹴凝議

嬢凡鑪諜：境株式会社赤城事議諺循賢之

受領蝋 処 分

終了年月日
／ ／

年月 日／ ／処獅授託

灘“患
溌畜識島所

照
篝
擢
認 ’

〆

年 月 日
／／

(直行用）
~

発行元：全国オイルリサイクル協同組合 年 月 日

§
聴興

禅必~ ~
踊
韮
や
轍

鴬

謬蕊
溌
蕊
塞
蕊

錘:憩嶺

蟻
強於冒呂織蜜蓮可

年 月 日



産業廃棄物管理票（マニフェスト)D票，

函 ■~－
氏〆

IjO452381 附朧凶者整理番号 変
~

篭
事
譽

ｈ

ｌ

ｈ

，

団

勾

ａ

８

野

◆

苫

湖

閏

叩

，

;名称

胸 I

所在地〒

排
出
笈
紫
場

‘ ↓ ， 、記掛 ‘､､，記籍ゼ住所〒

由

参一戸F

悔窒

,",§,火潔諦‘澤嚇予詮’
7010弓火性攪油(有害） に7425廃油(有害）

7100強酸 ロ7426汚泥〈有蕃ｱｰ1
7110稚藤(有害) D7427廃酸(有害〉

7100強酸

7110強酸(有害）

"1 '及〔｣申待番診員 産畿震薬物

I ’200金属くず
－－

13“' 2隠磁誌〈w

’。0100燃えが『
gl 0200汚潅 fL

産業度翼物0名称１
割

一
戸
４
６
一
一

一

一

丁
ｉ
↓ 1。0300廃油

､_」04“廃酸

7200強アルカリ

4“灘さし

’5“がれき類

’6“家畜α〉､ん尿

業

廃

‘ ｛

処分方法為害物質霜7428鷹アル刀ノ有書

7429ばも』ん宥曹）

U743013号曜物礎

Q7440廃水銀等

‐

！

口

一

口

門

AIy8F

鯖考・通信幅

再生用

V処分用

棄

物 ‘‘ 、 源，r， ‘ I鋤蛸

1000動植物宝羨さ 特定産業廃棄物 422指定下水汚泥吟

~□''00ゴム〈ず 7423鉱さい(有害） 圏
醸
屋
■

｜
’

管理票交付者(処分委託者)の氏名又は名称及び管理票の交付番号(登録番号）

瞳ﾆｵ鰻簿認載のと奉抄稗**ネオ宰宰才*＊ ‐湾ヰ斡幹調・斗坤*舛葬幹*科才本舞-ﾏ剣オオ ‘亭*イヰ”ｷ輔才鈎牟’4斗'・

口当欄記載のとおり

中間処理

産萎鐸物
令、＊令､*々輔輔.本卒ヰヰオ4牛本司十自

｜

》

》

》

~

》

名称／所在地／電話番号

1日委託契約智記載のとおり
口当欄記載のとおり

称

在

名

所

（
処
分
事
業
鶏
）

迩
蝿
先
の
事
業
麺

1
氏名又は名称

日醗露蛉‘零通･･葛イ赤城事陰F’~運
搬
受
託
者

日蝋”填株A蓑杜
所在地〒 ソイ 0101

詳馬際みと↓”I1
Af間々町人:鮒々 ,

電話番号 1 ，jイハ.切瑚

1＄ハル4ウ1 ノ鵠

電話番号（‐〃ノ&ルリW;

町犬闘 1 ，t，獄金地

住所〒、 jh Ii(jl

群婦県
みと＃） ‘満ぺIM

処
名称

本＊且鳴半0＊冬3＊稗…鉢＊呵本＊*や ＊半心々本小去斡*＊*ヰ鉢本＊*＊桓卒＆
氏名又は名称

召窪雄時鰹、会辻率城率礎鯛

住所〒｡~(; !'IOi 電話番号0277r:1 6IIM

群馬県

〃匙とj i; i, l -町大獅 l"U抵紗蝿

又

は

保

管

槙

替

え

分
受
茎

~

所在地〒 電話番号

＊*･＊わ蓉才~＊申申＊＊＊…＊舞潮…方斡輯嘩斡＊＊拝赤韓*鐸葬屯x

託

者

数量(及び単位．
有侭物姶襲『＆運撒の受託

｜

■

最終処分

甚了年月日
受領棚

器犀鋤羽.1選雰誹処分の受託
年月 日

最終処分を

行った逼所

－

(直行用）

発行元：全国オイルリサイクル協同組合 年 月 日

年 混 日

i~ロ'8“ぱいじん ‐1 7300感染“棄物
i□190013号廃棄物W7410PCB等

照

合

確

認

年 月 日

年 月 日



産業廃棄物管理票（マニフェスト)E票

■蓋蕊蕊織謡澄 底
I
！

Ｃ

窯
8”“”8鯛溶。蕊雲霧碁 蕊髄鯉猪

月

:名称
I 、 ; !“

擶穆6~~革~；
《~ l i# ･}7

I

排
出
事
業
場

~~ ~ 一ー ■一一

電話番号住所〒 電話番号 Ｉ

Ｆ

４
４

ｉ、

ゞ

Ｉ
り弼

？
●

■

雨

■

ｆ

り

凸
■
■
・
７
■

～！ ↑W 』

，・ し8Z

ト諏

霜
§

四
口
目

全
■
昨

土

色

争

凸

繩

~
数量(及び単位） 荷姿u種類(産業廃棄物）

h■今■一一■早……PU■曲一四一■■■-

0100燃えがら｜唾'200金属くず
ｳ

ﾄ

’ ．#、’ ↓ 蓮・

一再 U -

産雲廃棄物の名称

。‘ "縛識":4_"f"' #"

有宮物質等 I処分方法処分方法

□1300掘昂･陶磁器くず
ご勺、

□0200汚泥

厩0300廃油
~ ~ ~ ~

p1500がれき類 ロ7110強酸〈有害）

ロ'600家畜のふん尿ロ7200強アルカリ

n1700家畜の死体 (W]7210強ｱﾙｶﾘ鰭喬n7210強ｱﾙｶﾘ侑害>

□7427廃酸(有害）0400廃酸
『
．
”
得
Ⅲ唾7428膳ｱﾙｶﾘ鱈害)錆宮物質等瞳7428膳アルカリ鱈害）□0500廃アルカリ

ー

ロ0600廃プラスチック蕊

凸
晶

In7429IJ"ん(有詩
融7300感染性廃棄物ぱ:i743013号騨諭鯖富

１●ｊ壷琶

有・舌毒
禧鰔

熱ん
咋庭シ群

いロ言

旧罹汗

７７

２３
９０

４４

画鋤

蝿舗蝿舗》 8 い

備考・通信棚

1-_】再生用 ，

『V処分照

》 8 い

備考・通信棚

1-_】再生用 ，

『V処分照

こ]0700紙くず u1800ぱいじん

郷190013号廃棄物
一

寺

等
綿

Ｂ

石

配
廃

１

２

０

１

詞

両

簿
ロ

口0800木<-リ 轌
寺
一

艮豊水廃

一

４４７ ０口

ロ

ｕ

ｓ

轌
寺
一

艮豊水廃

一

４４７ ０口

ロ

ｕ

ｓ

－
１
口
呂
口
』
｜
ロ
。
。
。
。
■
。
。
」

[]4000動物系底影不要物0900繊維くず

~'600蛾直物性残さ

". .ifr14I､f′ ‘‘侭・ ＄雛蜜時.l缶14I､f′ ‘‘侭・ ＄雛蜜
~~ ~ ~~

唾7422指定下水汚泥趣特定産業廃棄物

『~Zi ''00ゴムくず 1－1
込一＝ ロ7423鉱さい(有害〉

l管理票交付者(処分委託者)の氏名又は名称及び管理票の交付番号(登録番号）

|壁･帳簿記載の志奉",・率爾本腰一群鍔*…句謹“‘*鐵隼*繕迩駕*零種尋*､’詞………*轄難･‘｡:．
；ご当欄記載のとおり
，名称／所在地／電話番号

1国委託契約書記載のとおり
､口当槻記載のとおり

》
蹄

”，＃寺零鍛鰯惑.*手幹…卒蝋･水剰#＊本＊『率＊#争幸＊

~

》
》

ロ

■

ｙ

１

８

●

４

j
j

制氏名又は名称
嵐蝿艤耀狩､篭鐡澱鑑域事韓溌

住所〒.‘海蝿“ 電話番号（§傘y.;",-麹鍜

誌蝿曝

”&総じ珊恋A<"呼繊ルー麓ご〕も蕊踊溌鍛

名称鍵
趣
津
蓉
蓉
霊
一
積
又
評
保
請

リ』愈蕊騨蒜式→け

所在地〒、懲溌蝿"i 電話番号“溝．心●I溌

講蕊熱農’ ”‘！｝
だ鰯々偽‘ 息織．た侭3騨静番班外オ擬

名称
，4輪＊聯挙*琳券識蕪サ＊＃よき｡s･難み輔輔うﾄ本幼寒勘調:率挙＊＊勤f＊＊嘩却､慰沸歎本斡或二*率’

所在地〒 電話番号

＊常＊税心神雄＊科斡十F士＊＊琴孝**戒家斡準寒鎚鹸毒傘認.斡端埼鍬奉銅津孝：神

昂

か

肥

窪

全

距

雪

更

】

袈

蓉

襲

配

毎

Ｆ

釦

診

諾

氾

冬

悪

作

川

田

Ｐ

卜

．

ｔ

ｆ

９

ｌ

０

ｇ

ｌ

Ｆ

ｒ

牌

２

１

９

ｌ

ｂ

Ⅲ

Ｐ

ｒ

８

Ｌ

ｆ

限

り

Ｉ

Ｌ

Ｕ

Ｆ

卜

ｒ

９

１

９

６

Ｐ

Ｇ

Ｐ

９

９

品

Ｉ

i懇？氏名又は名称

藍耀蝋砺 i駕誉
韓蕊藤鯉耀|""蟻嬢舞噛憩赤嬢…『
蕊購謹職蝿鏑蕊式銭砒赫嬢癬鍵彩綣

識……嵩“ ’霊講轆耀繍3.ﾂﾈｲｼｶﾑﾃ
(直行用) TELO48-

発行元：全国オイルリ

遜溌涯託

魑靭渥認

撫
儲篭慨瀧

癒曇穏嚇

I
数量(及び単位）

驫隼藷1--＝集_鯉
受領樹

浦価物瀧繊

2塊4ム．』"
年月 日2慨建患劇襄諜：

受領欄 処分
終了年月日

繍ﾃｯｸｽ!＃
－582－5503

jサイクル協同

書記載の番号）

組合

蕊
¥塗

録舎‘
＝

蟻

§

鑿；

~~~］7010引 轤油(有害）

］7100強酸 □7426

(性廃油

b■母頓

蕊

”こ

鱒
認

年 月 日

年 ， 月 日



令和 6 年 5 月 24 日

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等
囲い等
の有無

分別・
混在の別

漏れ等の
おそれ

24-001 KVA 東芝 PTL6-6DP S43.9
不燃性

（合成）
絶縁油

R7 1 台 227.0 kg 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なし

住　所

氏　名

電話番号

濃度
区分

金沢市泉１丁目３－６３

事業場の所在地と同じ

０７６－２４２－５１８５

なし
変圧器（トラン
ス）

処理業者との
調整状況

20
PCB濃度
14mg/kg

廃棄物の種類

ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書（保管事業者及び所有事業者用）

保管の状況

容器の
性状

石川県立保育専門学園　園長　大脇　修

殿

  ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第８条第１項（法第15条及び第19条において読み替えて準用する場合を含む。）

届出者   

の規定に基づき、令和

定格
容量

１．ポリ塩化ビフェニル廃棄物について

電話番号

量

特別管理産業廃棄物管理責任者の職名及び氏名

（第１面）

保管の場所

5 年度のポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分の状況等を届け出ます。

金沢市泉１丁目３－６３

企画管理専門員　中田 茂樹

様式第一号（一）（第九条、第二十条及び第二十七条関係）

番号

①前年度の３月31日に保管していたポリ塩化ビフェニル廃棄物

廃棄物の型式等

処分予定
年月

保管事業場の所在地

０７６－２４２－５１８５

金沢市長

保管事業場の名称

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

参考事項

石川県立保育専門学園

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）



4-002 R7 19 個 27.0 kg 低濃度
囲い有、
掲示有

分別 なしその他

（日本産業規格　Ａ列４番）

その他 ビニール袋入りペール缶



該当
なし

型式 製造年月

該当
なし

型式 製造年月
処分委託
年月日

処分受託者の
名称

24-002 蛍光灯用安定器 194 台 313.0 kg
高濃
度

R5.8.10
中間貯蔵・環境安

全事業(株)

4-001 その他 199.6 kg
高濃
度

R5.8.10
中間貯蔵・環境安

全事業(株)

廃棄物の型式等

製造者名
定格
容量

定格
容量

処分
年月日

表示記号
等

量

濃度
区分

保管終了
理由

移動先の保管の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

R5.12.18

④前年度中に自ら処分し、又は処分を委託したポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

処分
年月日

自ら処分した場合

廃棄物の型式等

表示記号
等

製造者名

廃棄物の型式等

表示記号
等

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

廃棄物の種類

量

型式 製造年月製造者名

R5.12.18

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物（④の場合を除く。）

番号 廃棄物の種類

番号 廃棄物の種類 参考事項

保管終了
年月日

参考事項

量

処分後の廃棄物の
種類及び処分先

処分を委託した場合

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

（第２面）

番号

②前年度中に新たに保管することとなったポリ塩化ビフェニル廃棄物

台数又は
容器の数

濃度
区分

保管開始
理由

参考事項
保管開始
年月日定格

容量

コンクリートガラ・ウエス・ペール缶・ビニール袋



該当なし

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

該当
なし

製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

該当
なし

製品の型式等

製品の種類

②前年度中に新たに所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。以下同じ。）

番号 製品の種類

量
所有開始
理由

所有開始
場所

所有開始
年月日

参考事項台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

定格
容量

台数又は
容器の数

製品の型式等

電話番号

番号

廃棄の見込み

①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）

廃棄予定
年月

処分業者との
調整状況

総重量
（１台当たり
重量×台数）

濃度
区分

参考事項定格
容量

量

ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る事業の管理
責任者の職名及び氏名

（第３面）

２．ポリ塩化ビフェニル使用製品について

所在事業場の名称

所在事業場の所在地

所在の場所



製造者名 型式 製造年月
表示記号

等

備考

１５．「保管の状況」の欄のうち、「漏れ等のおそれ」の欄には、保管中のポリ塩化ビフェニル廃棄物が漏れたりこぼれ落ちたりするおそれの有無を記入すること。

（第４面）

③前年度中に他の事業場又は他の事業者の事業場において所有することとなった高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

製品の種類

製品の型式等
所有終了
年月日

所有終了
理由

移動先の所在の場所並びに事業者
又は事業場の名称及び所在地

参考事項番号

量

定格
容量

９．「量」の欄のうち、「総重量」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については、１台当たりの重量に台数（個数）を掛けた重量を記載すること。その他

２．届出者や事業場に関する情報に変更があった場合には、速やかに都道府県知事に連絡すること。

該当
なし

１．この届出書は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管又はポリ塩化ビフェニル使用製品の所有に係る事業場ごとに作成し、毎年度６月３０日までに提出すること。

８．「量」の欄のうち、「台数又は容器の数」の欄には、ポリ塩化ビフェニルを使用する電気機器については台数（個数）を、その他のものについては保管している容器の

    こと。

    「所在事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル使用製品の所在の場所に係る事業場を記入すること。

４．「番号」の欄には、それぞれ先頭に「前年度の元号数－」を加えた整理番号（平成２８年度の保管状況を届け出る場合の例：２８－００１）を付すこと。なお、前回ま

    での届出において既に当該事業場における番号が付されているものについては、引き続きその番号を記入すること。

５．「廃棄物の種類」及び「製品の種類」の欄には、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること。

１３．「保管の状況」の欄のうち、「囲い等の有無」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している場所の周囲の囲いの有無及び保管に係る掲示板の有無を記入する

    のものについては、容器込みでの重量を記載すること。

１０．「濃度区分」の欄には、「高濃度」、「低濃度」又は「不明」のうち該当するものを記入すること。なお、「高濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃

７．「処分予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物を自ら処分し、又は他人に委託することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル

    のポリ塩化ビフェニル使用製品の略称である。

    廃棄物については記入しなくて構わない。

３．「保管事業場の名称」及び「保管事業場の所在地」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場所に係る事業場を記入すること。また、「所在事業場の名称」及び

台数又は
容器の数

総重量
（１台当たり
重量×台数）

１４．「保管の状況」の欄のうち、「分別・混在の別」の欄には、他の物品と分別して保管しているか混在して保管しているかの別を記入すること。

    度ポリ塩化ビフェニル使用製品の略称、「低濃度」とは高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物以外のポリ塩化ビフェニル廃棄物又は高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品以外

６．「廃棄物の型式等」及び「製品の型式等」の欄には、変圧器（トランス）等の銘板に記載されている「定格容量」、「製造者名｣、｢型式｣、｢製造年月｣ 及び「表示記号

    等」を記入すること。なお、「表示記号等」については、記入要領に沿って、その名称を具体的に記入すること（例：不燃性油）。

１２．「保管の状況」の欄のうち、「容器の性状」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管している容器の有無、容器がある場合にはその種類を具体的に記入すること

    （例：「ドラム缶」、「なし」）。

    数（缶数等）を、それぞれ単位とともに記入すること。ただし、電気機器であっても、小型のものを容器にまとめて保管している場合であって台数（個数）を把握する

    ことができないときは、保管している容器の数（缶数等）を単位とともに記入すること。

１１．「保管の状況」として、新たにポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況を届け出る場合や、既に届け出たポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管の状況に変更があった場合

    には、保管しているポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管状況の分かる写真を本届出に添付すること。



１６．「処分業者との調整状況」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物及び高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品に係る処分業者との委託契約の締結状況等を記入する

    こと。低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物については記載しなくて構わない。

１７．「参考事項」の欄には、その他保管の状況等を把握する上で参考となる事項を記入すること（例：「屋内で保管」、「絶縁油を抜いたもの」、「PCB濃度△mg/kg」、

    「今後分析予定」）。なお、保管の場所や所在の場所が複数存在する場合は、各廃棄物及び製品について、その保管の場所又は所在の場所をそれぞれ特定して記載する

    こと。

１８．「保管開始理由」及び「所有開始理由」の欄には、「他の事業場から移動」、「譲受け」及び「承継」のいずれかを記入すること。

１９．「保管終了理由」及び「所有終了理由」の欄には、「他の事業場に移動」、「譲渡し」及び「承継」のいずれかを記入すること。

２０．「処分年月日」の欄には、実際にポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分が終了した日を記入すること。

２１．「処分後の廃棄物の種類及び処分先」の欄には、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を処分した後に生じた廃棄物の種類及び処分先を記入すること。

２２．「①前年度の３月31日に使用していたポリ塩化ビフェニル使用製品（高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物を除く。）」の表は、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用

    製品以外のポリ塩化ビフェニル使用製品については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管事業者が、本施行規則第９条第１項第５号又は第20条第１項第５号の規定に基づ

    き、記載するものである。

２３．「高濃度ポリ塩化ビフェニル使用電気工作物」とは、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１８号に規定する電気工作物である高濃度ポリ塩化ビ

    フェニル使用製品をいう。

２４．この届出書において、「廃棄」とは、ポリ塩化ビフェニル使用製品の使用を止め、廃棄物とすることをいう。

２５．「廃棄予定年月」の欄には、高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品を廃棄することを予定している年月を記入すること。低濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品については

    記載しなくて構わない。

２６．この届出に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分についての産業廃棄物管理票の写し（廃棄物処理法第１２条の３第４項又は第１２条の５第５項の規定による送付を

    受けた産業廃棄物管理票の写しをいう。以下同じ。）を複写機によりＡ３判以下の大きさの用紙に複写したものを添付すること。なお、電子情報処理組織を使用するた

    めこれらの書類を添付することができない場合は、当該これらの書類に代えて、当該これらの書類に記載される事項に相当する事項を記録した電磁的記録をＡ３判以下

    の大きさの用紙に出力したものを添付すること。ただし、６月３０日において、産業廃棄物管理票の写しの送付又は廃棄物処理法第１２条の５第４項の規定による通知

    を受けていないため添付すべき書類を添付することができないときは、その産業廃棄物管理票の写しの送付のあった日又はその通知のあった日から１０日以内に提出す

    ること。

２７．その他環境大臣が定める書類及び都道府県知事が必要と認める書類を添付すること。

２８．都道府県知事が定める部数を提出すること。

（第５面）




